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付録Ｂ 第１章 飛行訓練装置の基本要件（レベル４以上の飛行訓練装置） 

要 件 

飛行訓練装置

レベル 

4 5 6 

1. 操縦室の一般要件 

1.a 

操縦室は実機の複製であり、操縦装置、装備品、視認可能な操縦室内の計器、サ

ーキット・ブレーカー及び隔壁は、適切に配置され、模擬する実機通りに機能す

るものであること。 

操縦装置及びスイッチの作動方向は実機のものと一致すること。 

操縦席は模擬する実機のアイ・ポジションが得られるよう調整できること。 

装備品の操作には操縦室の窓も含まれるが、実機の窓のように作動できなくても

よい。 

追加装備品としての消火用斧、消火器、予備電球も必要であるが、実際の取り付

け場所に近い、適当な位置に取り付けること。 

消火用斧、ランディング・ギア・ピン等の必要な備品は輪郭を示すものでよい。 

（備考） 

模擬飛行を目的とした操縦室は、操縦席を最も後方に位置させた箇所の胴体の断

面から前方に位置するすべてのものを構成するものであること。  

操縦士以外の乗務員を必要とする実機にあっては、その席のすぐ後方の隔壁が必

要である。 

ランディング・ギア・ピンの格納箱、消火用斧や消火器、予備電球、搭載書類入

れ等を装着する隔壁は省略してもよい。 

   ○

1.b 

計器・装備品・パネル・航空機システム及び操縦装置は訓練／審査を実施するの

に充分なものであり、操縦室もしくは開放された操縦空間の正しい場所に配置さ

れていること。 

訓練／審査に要求される追加の装備品については、出来る限り本来の装備位置に

近い現実的な場所に装備すること。 

これらの装備品の作動はその機能を適切に模擬していること。 

消火用斧、ランディング・ギア・ピン等の必要な備品は輪郭を示すものでよい。 

○ ○  

2. プログラミング 

2.a 

通常、飛行中に生じる抗力と推力の種々の組み合わせに対応した空気力特性の変

化の影響には、航空機の姿勢、推力、抗力、高度、温度及び飛行形態の変化に伴

うものも含まれること。 

レベル 6 飛行訓練装置では更に重量と重心位置の影響も要求される。 

レベル 5 飛行訓練装置では一般的な空力プログラムが要求される。 

また、適合性の説明が要求される。 

  ○ ○
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要 件 

飛行訓練装置

レベル 

4 5 6 

2.b 

処理容量、精度、解像度及び空力反応など、認定レベルに応じたデジタル若しく

はアナログの計算能力を有すること。 

また、適合性の説明が要求される。 

○ ○ ○

2.c 

操縦室の計器に関連する反応は、レイテンシーもしくはトランスポート・ディレ

イにより測定され、300msec を超えないこと。 

計器は、操縦席からの急激な入力に対し、許容される時間内に反応しなければな

らないが、同一条件下での実機の反応より先に変化が生じてはならない。 

（備考） 

この検査の目的は、飛行訓練装置が提供する計器表示が、実機の反応と同様に定

められた遅延時間内に発生するかどうかを検証することにある。 

従って、回転軸に一致した適切な加速度の範囲で実施することが推奨される。 

  ○ ○

3. 装置の動作要件 

3.a 

操縦入力や乱気流、横風等の外部擾乱に対して、これに関連する全ての計器は実

機と同様に自動的に応答すること。 

  ○ ○

3.b 

航法装置は実機で規定された許容範囲の精度で作動するものであること。 

（備 考） 

レベル 6 の飛行訓練装置は模擬された航空機と同等の通信装置（インターフォ

ン、空地通信）を装備すること。 

必要な場合、通信機能を備えた酸素マスクを含むこと。 

レベル 5 の飛行訓練装置は計器進入のための航法装置を有していればよい。 

  ○ ○

3.c 

装備されるシステムは、飛行中において正しく実機を模擬すること。 

システムは、運航者の訓練プログラムが実施できるように通常時、異常時、緊急

時の操作手順の実施が可能なこと 

レベル 6 の飛行訓練装置は飛行、航法、システム全ての作動を模擬すること。 

レベル 5 の飛行訓練装置は少なくとも飛行機能、航法制御、表示機能及び計器

指示の能力を有すること。 

レベル 4 の飛行訓練装置は少なくとも機上装置の一系統を再現できていること。 

○ ○ ○

3.d 

パネルと計器のための照明は運用上十分なものであること。 

照明は実機と同等のものであること。 

(備 考） 

バックライトパネル、計器が装備されることもありうるが、必須ではない。 

○ ○ ○
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要 件 

飛行訓練装置

レベル 

4 5 6 

3.e 

操縦力と操縦量は実機と同等であること。 

操縦力は同一の飛行条件下で実機と同様に反応するものであること。 

    ○ 

3.f 

飛行訓練装置は手動による計器進入が実施可能な程度の操縦力と操縦装置の作

動範囲を有するものであれば良い。 

  ○   

4. 訓練及び検査のための設備 

4.a 

乗組員の座席の他に、教官・試験官、審査官、検査官のため、適切な座席を配置

すること。 

これらの座席からは計器板等が見えなければならない。 

（備 考） 

これらの座席は実機のものである必要はないが、適切な位置に装着可能であれ

ば、事務用椅子のように簡単なものでも良い 

○ ○ ○

4.b 

教官席において通常状態、異常状態、緊急状態を適切に制御できること。 

乗組員によるシステム操作の結果、教官席からの入力を必要とすることなくシス

テムが適切に作動すること。 

○ ○ ○

5.モーション装置（装備されている場合 ） 

5.a 

モーション装置が装備されていることを前提とした追加の訓練、審査等に使用す

る場合、モーション装置は、適切な操縦感覚を提供するために密接に結合され、

不要な乱れを発生するものであってはならない。 

モーション装置は操縦席からの急激な入力に対し、許容される時間内に反応しな

ければならないが、同一条件下での実機の反応より先に変化が生じてはならな

い。 

（備 考） 

付録Ａ第 1章に定められるレベルＡ模擬飛行装置のモーション装置に定められ

た要件は、本項の要件を満足する。 

○ ○ ○

5.b 

モーション装置が装備される場合、レイテンシーもしくはトランスポート・ディ

レイを計測でき、それらの結果は 300msec を超えてはならない。計器応答はモー

ション変化の前に生じてはならない。 

（備 考） 

付録Ａ第 1章に定められるレベルＡ模擬飛行装置のモーション装置に定められ

た要件は、本項の要件を満足する。 

 

  ○ ○
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要 件 

飛行訓練装置

レベル 

4 5 6 

6. ビジュアル装置(装備されている場合） 

6.a ビジュアル装置が装備されている場合は以下を満足すること。 

6.a.1 

操縦席からの急激な入力操作に反応すること。 

また、適合性の説明が必要である。 

  ○ ○

6.a.2 

少なくともシングル・チャンネルの非無限遠ディスプレイを装備すること。 

また、適合性の説明が必要である。 

○ ○ ○

6.a.3 

PF(Pilot Flying)席から少なくとも 18°の垂直視界、24°の水平視界を有する

こと。 

また、適合性の説明が必要である。 

○ ○ ○

6.a.4 

各操縦席からの視差は 10°以内であること。 

また、適合性の説明が必要である。 

○ ○ ○

6.a.5 

表示内容に不要な乱れが生じないこと。 

また、適合性の説明が必要である。 

○ ○ ○

6.a.6 

ディスプレイは、操縦者の目の位置から見て、計器パネルより手前にあってはな

らない。 

また、適合性の説明が必要である。 

○ ○ ○

6.a.7 

計算値と光点の実表示の双方の計測において、解像度は 5 分以下であること。 

また、適合性の説明が必要である。 

○ ○ ○

6.b 

ビジュアル装置が装備されていることを前提とした追加の訓練、審査等に使用す

る場合、モーション装置は、少なくともレベルＡ模擬飛行装置のビジュアル装置

要件を満足しなければならない。 

双方の操縦席からの視差が同時に 10°以下になるように、設計上の眼の位置を

適切に調整された直視型あるいは非無限遠型ディスプレイは、本項の要件を満足

する。 

また、適合性の説明が必要である。 

   ○

7.サウンド装置 

7.a 

操縦士の操作の結果生じる操縦室内の重要な音は実機と同等であること。 
   ○
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付録Ｂ 第２章 飛行訓練装置の性能誤差許容範囲（レベル４以上の飛行訓練装置） 

検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

1. 性能 

1.b 離陸 

1.b.1  

地上加速時間 

時間： 

±5%又は±2sec 

離陸   ○ 加速時間は、ブレーキを解除して

から Vr に達する時間の最小 80%

を記録すること。 

実機の型式証明時のデータを使用

しても良い。 

この検査は離陸中止に使用される

場合のみ必要となる。 

1.b.7  

離陸中断 

時間： 

±5%又は 

±1.5sec 

離陸   ○ 離陸中止の開始から完全に停止す

るまでの、少なくとも 80%の時間

を記録すること。 

この検査は離陸中止に使用される

場合のみ必要となる。 

1.c 上昇 

1.c.1  

通常上昇 

（全発動機作

動状態） 

対気速度：  ±3kt 

上昇率： 

±5%又は 

±100 ft/min 

(0.5m/sec) 

フラップ

及び着陸

装置上げ

 ○ ○ 実機飛行試験データ又は実機性能

マニュアルのデータを使用するこ

とができる。 

一般的な上昇速度で、かつ初期-

中間上昇中の高度で記録するこ

と。 

この検査は一連のスナップショッ

ト試験で行うことができる。 

飛行訓練装置の性能は、少なくと

も 1000ft (300m)以上の区間を記

録すること。 

1.f 発動機 

1.f.1 

加速 

時間： 

±10% Tt 

又は±0.25sec 

 

進入又は

着陸 

  ○ スロットル・レバーをアイドルか

ら最大離陸出力まで急激に作動さ

せた時の発動機パラメーター 

（N1, N2, EPR, トルク、吸気圧力）

を記録すること。 

Ti＝スロットル・レバーを操作開

始後、臨界発動機パラメーターが

10％応答するまでの総時間。 

Tt＝スロットル・レバーを操作開

  時間：     ±1sec   ○  
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

始後、ゴー・アラウンド・パワー

の 90％応答するまで、又は最大離

陸推力から 90%まで減少するまで

の総時間。 

1.f.2 

減速 

時間：   

±10% Tt 

又は±0.25sec 

地上   ○ スロットル・レバーを最大離陸出

力からアイドルまで急激に作動さ

せた時の発動機パラメーター 

（N1, N2, EPR, トルク、吸気圧力）

を記録すること。 

Ti＝スロットル・レバーを操作開

始後、臨界発動機パラメーターが

10％応答するまでの総時間。 

Tt＝スロットル・レバーを操作開

始後、ゴー・アラウンド・パワー

の 90％応答するまで、又は最大離

陸推力から 90%まで減少するまで

の総時間。 

  時間：   ±1sec    ○  

2. 操縦特性 

飛行訓練装置の静的操縦（即ち、操縦輪、操縦桿、方向舵ペダル操縦）において、操縦位置に取

り付けられる特別な検査機器による測定とコンピュータ・プロットが同時に行われ、両者の測定

結果が比較され、コンピュータ・プロットが正確であることを申請者が認定検査ガイドで証明す

れば、特別な検査機器は初回認定検査及び改修後の臨時検査に必要としない。 

この(コンピュータ・プロット）ような代替方法を初回及び臨時検査で繰り返すことでこの要件

を満足することができる。 

飛行訓練装置の操縦力が、飛行訓練装置に取り付けられた実機と同一の操縦装置のみによって提

供される場合には、位置に対する操縦力の試験は適用されない。 

2.a 静的操縦 

2.a.1.a  

操縦桿の位置

に対する操縦

力及び舵面位

置   

操作開始力： 

±2lb (0.9daN) 

操縦力： 

±10％又は 

±5lb (2.2daN) 

昇降舵の舵面位

置：        ±2 ﾟ 

地上   ○ 停止位置まで連続して操作して、

結果を記録すること。 

2.a.1.b 

操縦桿の位置

に対する操縦

操作開始力： 

±2lb (0.9daN) 

操縦力： 

申請者に

よって決

定され

 ○  初回認定検査では、停止位置まで

連続して操作して、結果を記録す

ること。 
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

力 ±10％又は 

±5lb (2.2daN) 

る。 記録された許容範囲は、その後の

定期検査に適用される。 

マニュアルによる計器進入訓練を

目的として、操縦感覚を設計した

レベル５においては、飛行検査の

結果又は他のそのようなデータと

比較しない。 

2.a.2.a  

操縦輪の位置

に対する操縦

力及び舵面位

置 

操作開始力： 

±2lb (0.9daN) 

操縦力： 

±10％又は 

±3lb (1.3daN) 

補助翼の舵面位

置：         ±2 ﾟ 

スポイラーの舵面

位置：       ±3 ﾟ 

地上   ○ 停止位置まで連続して操作して、

結果を記録すること。 

2.a.2.b 

操縦輪の位置 

操作開始力： 

±2lb (0.9daN) 

操縦力： 

±10％又は 

±3lb(1.3daN) 

申請者に

よって決

定され

る。 

 ○  初回認定検査では、停止位置まで

連続して操作して、結果を記録す

ること。 

記録された許容範囲は、その後の

定期検査に適用される。 

2.a.3.a 

方向舵ペダル

の位置に対す

る操縦力及び

舵面位置 

操作開始力： 

±5lbf (2.2daN) 

操縦力： 

10％又は 

±5lbf (2.2daN) 

方向舵の舵面位

置：         ±2 ﾟ 

地上   ○ 停止位置まで連続して操作して、

結果を記録すること。 

2.a.3.b 

方向舵ペダル

の位置に対す

る操縦力 

操作開始力： 

±5lbf (2.2daN) 

操縦力： 

10％又は 

±5lbf (2.2daN) 

申請者に

よって決

定され

る。 

 ○  初回認定検査では、停止位置まで

連続して操作して、結果を記録す

ること。 

記録された許容範囲は、その後の

定期検査に適用される。 

マニュアルによる計器進入訓練を

目的として、操縦感覚を設計した

レベル５においては、飛行検査の

結果又は他のそのようなデータと
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

比較しない。 

2.a.4 

前車輪の操向

力 

操作開始力： 

±2 lbf (0.9 daN) 

操縦力： 

±10%又は 

±3 lbf (1.3 daN) 

地上   ○ 停止位置まで連続して操作して、

結果を記録すること。 

2.a.5 

方向舵ペダル

による前車輪

角 

前車輪角：   ±2 ﾟ 地上   ○ 停止位置まで連続して操作して、

結果を記録すること。 

2.a.6  

縦トリム計器

に対する舵面

位置 

トリム角：  

計算値の±0.5 ﾟ 

地上   ○ この試験の目的は、飛行訓練装置

の計算結果が設計データと同等で

あることを確認することである。

2.a.8 

出力レバー角

に対する発動

機パラメータ

ー 

出力レバー角度： 

±5 ﾟ 

又は 

出力レバーに角度

行程が無い場合：  

±2cm(±0.8in） 

又は 

N1：         ±3% 

又は 

EPR：      ±0.03 

又は 

トルク：     ±3% 

地上   ○ 全発動機を同時に記録すること。

許容範囲は実機データ及び発動機

に対して適用される。 

プロペラ機の場合、プロペラ・レ

バーがあれば、それも確認するこ

と。 

スロットル・レバーに「ディテン

ト」がある飛行機においては、そ

れも確認すること。 

この検査は一連のスナップショッ

ト試験で行うことができる。 

2.a.9 

ブレーキペダ

ルの位置に対

する操縦力 

操縦力： 

±5 lbf (2.2 daN) 

又は±10% 

地上   ○ ゼロ及び最大偏位時のデータが要

求される。 

コンピュータ出力の結果にて適合

性を示すことができる。 

離陸中止の訓練に使用しない場

合、本検査は要求されない。 

2.c 縦操縦 

推力は特記が無い限りは水平飛行時の状態に設定する。 

2.c.1 

出力変化に対

する操縦力 

縦揺れ制御の操縦

力： 

±5 lbf (2.2 daN)

進入  ○ ○ この検査は一連のスナップショッ

ト試験で行うことができる。 

模擬飛行装置の性能検査 2.c.1項
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

又は±20% の出力変化に対する動的応答検査

を適用することができる。 

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

2.c.2 

フラップ及び

スラットの変

化に対する操

縦力 

縦揺れ制御の操縦

力： 

±5 lbf (2.2 daN)

又は±20% 

離陸から

第 2セグ

メント上

昇及び進

入から着

陸 

 ○ ○ この検査は一連のスナップショッ

ト試験で行うことができる。 

模擬飛行装置の性能検査 2.c.2項

のフラップ及びスラットの変化に

対する動的応答検査を適用するこ

とができる。 

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

2.c.4 

着陸装置の変

化による操縦

力 

縦揺れ制御の操縦

力： 

±5 lbf (2.2 daN)

又は±20% 

離陸(上

げ)及び

進入(下

げ) 

 ○ ○ この検査は一連のスナップショッ

ト試験で行うことができる。 

模擬飛行装置の性能検査 2.c.4項

の着陸装置の変化に対する動的応

答検査を適用することができる。

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

2.c.5 

縦トリム 

トリム舵角： 

±0.5 ﾟ 

昇降舵：     ±1 ﾟ 

縦揺れ角：   ±1 ﾟ 

推力：  

±5%又は等価な 

パラメーター 

巡航、進

入及び着

陸 

 ○ ○ 水平飛行時の推力と定常ウイン

グ・レベルに設定し、トリムを記

録すること 

この検査は一連のスナップショッ

ト試験で行うことができる。 

レベル 5 飛行訓練装置では、昇降

舵及びトリム舵角の代わりに、等

価な操縦桿及びトリム・コントロ

ーラーを使用することができる。

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

こと。 

2.c.6  

縦操縦安定

(荷重倍数当

たりの操縦桿

の操縦力) 

縦揺れ制御の操縦

力： 

±5 lbf (2.2 daN) 

又は±10% 

又は 

昇降舵の動作角： 

±1 ﾟ又は 10% 

巡航、進

入及び着

陸 

  ○ 連続した時間データ（プロットデ

ータ） 又は、一連のスナップショ

ット試験のどちらでも行うことが

できる。 

進入及び着陸形態での検査は、横

揺れ角約 30 ﾟまで記録すること。

また巡航形態の検査では、横揺れ

角約 45 ﾟまで記録すること。 

荷重倍数当たりの操縦桿の操縦力

の特性が示されない航空機は昇降

舵の動作角を適用する。 

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

2.c.7  

静的縦安定 

縦揺れ制御の操縦

力：  

±5 lbf (2.2 daN) 

又は±10% 

又は 

昇降舵の動作角： 

±1 ﾟ又は 10% 

進入  ○ ○ この検査は一連のスナップショッ

ト試験で行うことができる。 

少なくとも、トリム・スピードよ

り速い速度で 2つ以上、遅い速度

で 2つ以上のデータを記録するこ

と。 

速度安定性の特性が示されない航

空機は昇降舵の動作角を適用す

る。 

レベル 5 は、明確な静安定を示さ

なければならないが、数値的な許

容範囲への適合は要求されない。

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

2.c.8  

失速警報（失

速警報装置の

作動） 

対気速度： ±3kt 

失速警告機器又は

初期バフェットよ

り速い速度での横

揺れ角：     ±2 ﾟ 

第 2 セグ

メント上

昇及び進

入又は着

陸  

 ○ ○ アイドルパワー又はそれに近い推

力にてウイング・レベル(1G)で失

速させること。 

失速警告信号及び初期バフェット

が適用可能な場合、これも記録す
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

ること。 

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

2.c.9.a 

長周期特性 

周期：      ±10% 

1/2 又は 2倍振幅

になるまでの時

間： 

 ±10% 

又は 

ダンピング率： 

±0.02 

巡航   ○ この検査は、完全な 3サイクル分

（入力してから 6回のオーバーシ

ュート）、又は振幅が 1/2 又は 2

倍に達するまでの時間のいずれか

短い方を記録すること。 

コンピュータによって制御された

航空機については、ノン・ノーマ

ルの状態で検査を行うこと。 

2.c.9.b 

長周期特性 

代表的なダンピン

グの周期：  ±10% 

巡航  ○  この検査は、完全な 3サイクル分

（入力してから 6回のオーバーシ

ュート）、又は振幅が 1/2 又は 2

倍に達するまでの時間のいずれか

短い方を記録すること。 

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノン・ノーマ

ルの状態で検査を行うこと。 

2.c.10 

短周期特性 

縦揺れ角： ±1.5 ﾟ 

又は 

縦揺れ率： 2 ﾟ/sec 

通常加速度：  

±0.10ｇ 

巡航   ○ コンピュータによって制御された

航空機については、 ノン・ノーマ

ルの状態で検査を行うこと。 

2.d 横操縦検査 

推力は特記が無い限りは水平飛行時の状態に設定する。 

2.d.2 

横揺れ応答

（変化率） 

横揺れ率： 

±10%又は 

±2 ﾟ/sec 

巡航、進

入又は着

陸 

 ○ ○ 横揺れ制御装置の操作可能範囲の

約 1/3 の横揺れの変位を入力し記

録すること。 

この検査は、横揺れ制御のステッ

プ入力に対する横揺れ応答

(2.d.3)と同時に実施することが

できる。 

2.d.3 

横揺れ制御の

横揺れ角： 

±10%又は 

進入又は

着陸 

  ○ 横揺れ開始から 10 秒間を経て、操

縦桿が中立位置に戻り、リリース
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

ステップ入力

に対する横揺

れ応答 

±2 ﾟ/sec された後から記録すること。 

この検査は、横揺れ応答率(2.d.2)

と同時に実施してすることができ

る。 

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

2.d.4.a 

スパイラル安

定性 

正しい傾向及び

30sec 以内の横揺

れ角 ： 

±3 ﾟ又は±10% 

巡航   ○ 左右両方向の検査を記録するこ

と。 

代替方法として約 30 ﾟの横揺れ角

で定常旋回を維持するのに必要な

横方向の操縦により実証すること

ができる。 

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノン・ノーマ

ルの状態で検査を行うこと。 

複数回の試験による実機データの

平均値を使用することができる。

2.d.4.b 

スパイラル安

定性 

正しい傾向 巡航  ○  コンピュータによって制御された

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

複数回の試験による実機データの

平均値を使用することができる。

2.d.6.a 

方向舵応答 

偏揺れ率： 

±2 ﾟ/sec 

又は ±10% 

進入又は

着陸 

  ○ ステップ入力は、方向舵ペダルの

最大踏み込み量の約20-30%の大き

さとする。 

2.d.7 ダッチ・ロール検査で方向

舵入力及び応答が示されていれ

ば、本検査は要求されない。 

コンピュータによって制御された

航空機については、 ノン・ノーマ

ルの状態で検査を行うこと。 

2.d.6.b  

方向舵応答 

横揺れ率： 

±2 ﾟ/sec 

横揺れ角：   ±3 ﾟ 

進入又は

着陸 

 ○  横揺れ応答は与えられた方向舵の

向きにより行うことができる。 

コンピュータによって制御された
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

航空機については、 ノーマルとノ

ン・ノーマルの状態で検査を行う

こと。 

偏揺れ応答検査として実施された

場合、方向舵応答(2.d.6.a) (レベ

ル 6)の手順及び要件が適用され

る。 

2.d.7 ダッ

チ・ロール(ヨ

ー・ダンパー

不作動） 

周期： 

±0.5 sec 

又は±10% 

1/2 又は 2倍振幅

になるまでの時

間： 

±10% 

又は 

ダンピング率： 

±0.02 

巡航、進

入又は着

陸 

  ○ 安定性補助システムを不作動とし

て、少なくとも６サイクル検査し

記録するか、又は振幅が 1/2 又は

2 倍に達するまでの時間を記録す

ること。 

コンピュータによって制御された

航空機については、ノン・ノーマ

ルの状態で検査を行うこと。 

2.d.8 

定常横滑り 

与えられた方向舵

角に対し、 

横揺れ角：  ±2 ﾟ 

横滑り角：  ±1 ﾟ 

補助翼角： 

±2 ﾟ又は±10% 

又は 

スポイラー： 

±5 ﾟ又は±10% 

又は 

等価な操縦輪位置

又は 

操縦力 

 

進入又は

着陸 

 ○ ○ この検査は一連のスナップショッ

ト検査で行うことができ、少なく

とも 2つの方向舵位置 (プロペラ

機では各々の方向で)を使用し、う

ち１つは、運航上許容される方向

舵のほぼ最大操作量で検査されな

ければならない。 

横滑り角の許容値は再現性につい

てのみその後の定期検査に適用す

る。 

 

 

6. 飛行訓練装置の反応時間 

6.a レーテンシー 

  実機応答後、

300msec 以内で応

答すること 

離陸、巡

航及び進

入又は着

陸 

 ○ ○ 各軸（ピッチ、ロール及びヨー）

に対し、３つの形態（離陸、巡航

及び進入又は着陸）で各 1回ずつ

検査を行うこと。 
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備考 

４ ５ ６

6.b トランスポート・ディレイ 

  操縦装置の入力後 

300msec 以内 

非該当  ○ ○ 各軸（ピッチ、ロール及びヨー）

毎に検査を行うこと。 

もし、応答性の検査でトランスポ

ート・ディレイを選択した場合、

申請者と当局は、模擬飛行装置の

応答性を確認するため、レーテン

シーとして識別できる他の検査

（例： 短周期特性、横揺れ応答、

方向蛇応答）を評価する際、レー

テンシーの値を用いなければなら

ない。 

 

 

（注）1.a 項、1.b.2～1.b.6 項、1.b.8 項、1.c.2～1.c.4 項、1.d 項、1.e 項、2.a.7 項、2.b 項、

2.c.3 項、2.d.1 項、2.d.5 項、3項、4項及び 5 項については欠番とする。 
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付録 B 第 3 章 飛行訓練装置の機能検査項目（レベル４以上の飛行訓練装置） 
 
飛行訓練装置レベル欄における○印は当該レベルの飛行訓練装置に適用する検査項目を示す。 

検査項目 

飛行訓練装

置レベル 

 

備  考 

4 5 6

1. 飛行前点検   

乗組員席及び教官席における全てのスイッチ、計器、系統

及び装備品の機能検査を実施し、操縦室（または操縦室エ

リア）の構成及び機能が該当する航空機を模擬しているこ

と。 

○ ○   

飛行訓練装置 ﾚﾍﾞﾙ 4は少なくとも一つの操作可能な系統を

搭載していること。 

乗組員席及び教官席において、搭載されている全系統のス

イッチ、計器 及び 装備品の機能検査を実施し、操縦室（ま

たは操縦室エリア）の構成及び機能が該当する航空機を模

擬していること。 

○   

2. 地上操作（離陸前）   

2.a. 発動機始動   

2.a.1. 通常操作手順による始動 ○ ○ ﾚﾍﾞﾙ 5 は搭載されてい

る場合のみ 

2.a.2. 代替操作手順による始動 ○ ○ ﾚﾍﾞﾙ 5 は搭載されてい

る場合のみ 

2.a.3. 始動中の異常操作及び停止 ○ ○ ﾚﾍﾞﾙ 5 は搭載されてい

る場合のみ 

2.b. プッシュ・バック／パワー・バック  

（パワー・バックにはビジュアル装置が必要である） 

○
  

3. 離陸（付録 B 第１章 ６項に記載されているように、適当なビジュア

ル装置が必要である。） 

  

3.a. 計器離陸   

3.a.1. 発動機の確認（例：発動機パラーメーターの関

連性、プロペラ及びミクスチャの操作） 

○
  

3.a.2. 加速特性 ○   

3.a.3. 前車輪及び方向舵による方向操縦 ○   

3.a.4. 着陸装置、フラップ及び前縁高揚力装置の操作 ○
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検査項目 

飛行訓練装

置レベル 

 

備  考 

4 5 6

3.b. 離陸中止   

3.b.1. 減速特性 ○   

3.b.2. ブレーキ、逆推力、グランド・スポイラー操作 ○
  

3.b.3. 前車輪及び方向舵による方向操縦 ○   

4. 飛行中の操作   

4.a. 通常上昇 ○ ○   

4.b. 巡航   

4.b.1. 性能特性（速度と出力）の実演 ○ ○   

4.b.2. 通常旋回 ○ ○
  

4.b.3. 高高度での操作の実演 ○   

4.b.4. 高速度での操作及び速度超過警報の実演 ○   

4.b.5. 操縦及びトリムによるマック効果の実演 ○   

4.b.6. 急旋回 ○   

4.b.7. 飛行中の発動機の停止（手順のみ） ○   

4.b.8. 飛行中の発動機再始動（手順のみ） ○   

4.b.9. 特有の飛行特性 ○   

4.b.10. 操縦装置の動力源故障時の反応 ○   

4.b.11. その他の操縦装置故障モードでの反応 ○   

4.b.12. 着氷状態での操縦 ○   

4.b.13. 機体及び発動機への着氷の影響 ○   

4.c. 他の飛行フェイズ   

4.c.1. 進入中、以下の形態での失速      

4.c.1.a. 巡航形態 ○   
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検査項目 

飛行訓練装

置レベル 

 

備  考 

4 5 6

4.c.1.b. 離陸または進入形態 ○   

4.c.1.c. 着陸形態 ○   

4.c.2. 以下の形態における高迎角時の飛行   

4.c.2.a. 巡航形態 ○   

4.c.2.b. 離陸または進入形態 ○   

4.c.2.c. 着陸形態 ○   

4.c.3. 低速飛行 ○   

4.c.4. 待機 ○
 

4.c.5. 通常降下 ○   

5. 進入   

5.a. 非精密進入   

5.a.1. オートパイロット及びオートスロットル使用

時。（適用のある場合） 

○   

5.a.2. オートパイロット及びオートスロットル不使

用時。（適用のある場合） 

○   

5.a.3. 背風 10kt での進入 ○   

5.a.4. 横風 10kt での進入 ○   

5.b. 精密計器進入   

5.b.1. オートパイロット、オートスロットル及び自動

着陸装置を使用しての進入（適用のある場合） 

○

  

5.b.2. オートパイロット、オートスロットル及び自動

着陸装置を使用しない進入（適用のある場合） 

○

  

5.b.3. 背風 10kt での進入 ○   

5.b.4. 横風 10kt での進入 ○   

5.b.5. 計器進入を結合させた操縦（システムが搭載さ

れている場合） 

○
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検査項目 

飛行訓練装

置レベル 

 

備  考 

4 5 6

6. 進入復行   

6.a. マニュアル・コントロール ○   

6.b. 自動操縦（適用のある場合） ○   

7. 全飛行フェイズ   

7.a. 装備されている系統の通常操作 ○ ○   

7.b. 装備されている系統の故障及び非常操作 ○ ○   

7.c. フラップ操作 ○ ○   

7.d. 着陸装置操作 ○ ○   

7.e. 発動機停止及び停留   

7.e.1. 系統の操作 ○ ○   

7.e.2. パーキング・ブレーキの操作 ○ ○   

8. 教官卓（IOS）：適用がある場合のみ。   

8.a. 電源スイッチ ○ ○   

8.b. 航空機の状態   

8.b.1. 機体重量、重心位置、燃料搭載及び割り当て ○   

8.b.2. 航空機システムの状態 ○   

8.b.3. 地上作業員の機能（例：機体外部電源、プッシ

ュバック） 

○   

8.c. 空港   

8.c.1. 選択 ○   

8.c.2. 滑走路の選択 ○   

8.c.3. 事前に設定した位置へのリポジション（例：ラ

ンプ、最終進入定点位置上） 

○ ○ レベル 5 では、地上及び

空中 

8.d. 環境の制御   

8.d.1. 気温 ○   
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検査項目 

飛行訓練装

置レベル 

 

備  考 

4 5 6

8.d.2. 気象状態（例：氷、雨） ○   

8.d.3. 風速及び風向 ○   

8.e. 機体システムの故障   

8.e.1. 発生及び除去 ○ ○   

8.e.2. 不具合の解除 ○ ○   

8.f. ロック、フリーズ、リポジション   

8.f.1. 不具合のフリーズ/解除 ○   

8.f.2. 位置（地理上）のフリーズ/解除 ○   

8.f.3. リポジション（場所、フリーズ、及び解除） ○
  

8.f.4. グランドスピードの制御 ○   

8.f.5. IOS の遠隔操作 ○   

9. サウンドの制御。オン/オフ/調整 ○   

10. コントロール・ローディング・システム（適用のある

場合） オン/オフ/緊急停止 

○   

11. オブザーバー・ステーション   

11.a. 位置 ○   

11.b. 調整 ○   
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付録Ｂ 第４章 飛行訓練装置の基本要件（レベル３以下の飛行訓練装置） 

要 件 

飛行訓練装

置レベル 

1 2 3

1 一般 

(1) 

操縦室の操縦装置及びスイッチ類の作動は実機を模擬していること。 

レベル 3 飛行訓練装置は一般的な航空機の操縦室を模擬し、計器飛行方式に従っ

た操縦を行うために必要な航空法施行規則に規定されている航法装置、表示装置、

計器を有すること。 

  ○

(2) 

計器・装備品・パネル・航空機システム及び操縦装置は訓練／審査を実施するの

に充分なものであり、開放された操縦室内の正しい場所に配置されていること。 

これらの制御装置及びスイッチ類作動は実機を模擬していること。 

レベル 2 飛行訓練装置は一般的な航空機を模擬すること。 

レベル 2 飛行訓練装置は手動にて計器進入が充分にできる程度に空力特性、操縦

力、可動範囲が模擬されていること。 

 ○  

(3) 

日常飛行前の書類 
 ○ ○

(4) 

パネルと計器のための照明は運用上十分なものであること。 
 ○ ○

(5) 

サーキット･ブレーカーは操縦士による規定された操作手順の中や故障発生操作

時に正確に機能すること。 

 ○ ○

(6) 

通常、飛行中に生じる抗力と推力の種々の組み合わせに対応した空気力特性の変

化の影響には、航空機の姿勢、推力、抗力、高度、温度及び飛行形態の変化に伴

うものも含まれること。 

レベル 3 飛行訓練装置では更に重量と重心位置の影響も要求される。 

 ○ ○

(7) 

評価及び試験を含む装置の完全な作動に十分なﾃﾞｼﾞﾀﾙ若しくはｱﾅﾛｸﾞの計算能力

を有すること。 

 ○ ○

(8) 

操縦入力に対して関連する全ての計器は実機と同様に自動的に応答すること。 
 ○ ○

(9) 

航法装置は実機で規定された許容範囲の精度で作動するものであること。 

レベル 3 の飛行訓練装置は模擬された航空機と同等の通信装置（インターフォン、

空地通信）を含むこと。実際の運用上必要であれば酸素マスクのマイクロフォン

／通信システムも含むこと。 

レベル 2 の飛行訓練装置は非精密進入のための十分な航法装置を有すること。 

 ○ ○
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要 件 

飛行訓練装

置レベル 

1 2 3

(10) 

特定の航空機を模擬したものにあっては、乗組員の座席は乗組員が設計上の目の

基準を得ることが可能であるか、また、一般的な航空機を模擬したものにあって

は、おおよそ目の基準を得ることが可能であること。 

  ○

(11) 

乗組員の座席の他に、教官・試験官、審査官、検査官のため、適切な座席を配置

すること。 

これらの座席からは計器板等が見えなければならない。 

これらの座席は実機のものである必要はないが、適切な位置に装着可能であれば、

事務用椅子のように簡単なものでも良い。 

 ○ ○

(12) 

装備されるシステムは、地上及び飛行中において正しく実機を模擬すること。 

少なくとも、一系統を再現できていること。   

システムは、運航者の訓練プログラムが実施できるように通常時、異常時、緊急

時の操作手順の実施が可能なことレベル 3 の飛行訓練装置は航空法施行規則に規

定されている計器飛行等のための飛行制御、航法制御、表示装置及び計器を有す

ること。 

レベル 2 の飛行訓練装置は飛行機能、航法制御、表示機能及び計器指示の能力を

有すること。 

 ○ ○

(13) 

教官席において通常状態、異常状態、緊急状態を適切に制御できること。 

乗組員によるシステム操作の結果、教官席からの入力を必要とすることなくシス

テムが適切に作動すること。 

 ○ ○

(14) 

操縦力と操縦量は実機と同等であること。操縦力は同一の飛行条件下で実機と同

様に反応するものであること。 

レベル 2 の飛行訓練装置は手動による計器進入が実施可能な程度の操縦力と操縦

装置の作動範囲を有するものであれば良い。 

 ○ ○

(15) 

操縦士の操作の結果生じる操縦室内の重要な音は実機と同等であること。 
  ○

(16) 

飛行訓練装置のハードウェア及びプログラミングは、実機の改修に合わせて改修

を行うこと。 

  ○ ○

(17) 

ビジュアル装置（装備されている場合） 

旧細則第 2章 2-4 項レベルＡ模擬飛行装置ビジュアル装置に定められた要件を満

足すること。 

 ○ ○
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付録Ｂ 第５章 飛行訓練装置の性能誤差許容範囲（レベル３以下の飛行訓練装置） 

検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備   考 

１ ２ ３

１． 性能 

(1) 離陸 

a 地上加速時

間 

時間：  

±5%又は±2sec 

地上及び

離陸 

  ○   

(2) 上昇 

a 通常上昇 

全発動機作動

状態 

対気速度：  ±3kt 

上昇率： 

±5%又は 

±100ft/min 

(±0.5m/sec) 

全発動機

作動時の

上昇 

 ○ ○ スナップショットによる検査

でもよい。 

(3) 飛行中 

a 失速警報（失

速警報装置の

作動） 

対気速度： ±3kt 

バンク角：   ±2 ﾟ 

第 2 セグ

メント上

昇及び進

入又は着

陸 

 ○ ○   

(4) 停止 

a 乾燥した滑

走路において

車輪ブレーキ

のみを使用し

た場合の停止

時間 

時間：  

±5%又は±1sec 

着陸   ○  

b 乾燥した滑

走路において

逆推力のみを

使用した場合

の停止時間 

時間：  

±5%又は±1sec 

着陸   ○  

(5) 発動機 

a 加速 時間：     ±1sec 進入又は

着陸 

 ○ ○ 飛行中のアイドル出力から進

入復行出力までを検査する。 

b 減速 時間：     ±1sec 地上及び

離陸 

 ○ ○ 最大離陸出力から最大離陸出

力の 10%(アイドル出力の使用

可能出力の 90%減衰状態)まで

を検査する。 

２．操縦特性 
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備   考 

１ ２ ３

(1) 静的操縦 

a 操縦桿の位

置に対する操

縦力 

操作開始力：  

±2 lb (0.89DN) 

操縦力：  

±5 lb (2.224DN) 

又は±10% 

地上  ○ ○ 注１：操縦桿、操縦輪、方向舵

ペダル位置に対する操縦力は

操縦位置で測定されること。 

操縦位置に取り付けられる検

査機器の代わりに、試験飛行す

る飛行機と等価な方法によっ

て訓練装置に計測機器を備え

つけて計測する方法によって

測定してもよい。 

b 操縦輪の位

置に対する操

縦力 

操作開始力：  

±2 lb (0.89DN) 

操縦力：  

±3 lb (1.334DN) 

又は±10% 

地上  ○ ○ 注１：操縦桿、操縦輪、方向舵

ペダル位置に対する操縦力は

操縦位置で測定されること。 

操縦位置に取り付けられる検

査機器の代わりに、試験飛行す

る飛行機と等価な方法によっ

て訓練装置に計測機器を備え

つけて計測する方法によって

測定してもよい。 

c 方向舵ペダ

ルの位置に対

する操縦力 

操作開始力：  

±5 lb (2.224DN) 

操縦力：  

±5 lb (2.224DN) 

又は±10% 

地上  ○ ○ 注１：操縦桿、操縦輪、方向舵

ペダル位置に対する操縦力は

操縦位置で測定されること。 

操縦位置に取り付けられる検

査機器の代わりに、試験飛行す

る飛行機と等価な方法によっ

て訓練装置に計測機器を備え

つけて計測する方法によって

測定してもよい。 

d 前車輪の操

向力 

操作開始力：  

±2 lb (0.89DN) 

操向力：  

±3 lb (1.334DN) 

又は±10% 

地上   ○   

e 方向舵ペダ

ルによる前車

輪角 

 

前車輪角：   ±2 ﾟ 地上   ○   
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備   考 

１ ２ ３

f ブレーキペ

ダルの位置に

対する操縦力 

ブレーキペダル位

置：     ±2 ﾟ 

操縦力：  

±5 lb (2.224DN) 

又は±10% 

地上   ○ コンピュータ出力結果を使用

してよい。 

レベル 3の飛行訓練装置はブレ

ーキ操作量が０と最大の時に

ついてのみのﾃﾞｰﾀで良い 

(2) 縦操縦 

a 出力変化に

よる操縦力 

操縦力：  

±5lb(2.224DN) 

又は±20% 

巡航及び

進入 

 ○ ○ スナップショットによる検査

でもよい。 

この場合、出力変化に対する動

的応答として、以下の許容範囲

を適用し検査を行うことがで

きる。 

対気速度： ±3kt、高度： ±

100ft(30m)、縦揺れ角： ±20%

又は±1.5 ﾟ 

b フラップの

変化による操

縦力 

操縦力：  

±5 lb(2.224DN) 

又は±20% 

離陸から

第 2セグ

メント上

昇及び進

入から着

陸 

 ○ ○ スナップショットによる検査

でもよい。 

この場合、フラップの変化に対

する動的応答として、以下の許

容範囲を適用し検査を行うこ

とができる。 

対気速度： ±3kt、高度： ±

100ft(30m)、縦揺れ角： ±20%

又は±1.5 ﾟ 

c 着陸装置の

変化による操

縦力 

操縦力：  

±5 lb(2.224DN) 

又は±20% 

離陸から

第 2セグ

メント上

昇及び進

入から着

陸 

 ○ ○ スナップショットによる検査

でもよい。 

この場合、着陸装置の操作に対

する動的応答として、以下の許

容範囲を適用し検査を行うこ

とができる。 

対気速度： ±3kt、高度： ±

100ft(30m)、縦揺れ角： ±20%

又は±1.5 ﾟ 

d 着陸装置及

びフラップの

作動時間 

 

時間：  

±3sec 又は±10% 

離陸及び

進入 

 ○ ○   
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備   考 

１ ２ ３

e 縦トリム 縦揺れ制御(スタ

ビライザーｰ及び

昇降舵)：   ±1 ﾟ 

縦揺れ角：   ±1 ﾟ 

巡航時の推力又は

その同等のもの： 

 ±2% 

進入、着陸時の推

力又はその同等の

もの：       ±5% 

巡航、進

入及び着

陸 

 ○ ○ スナップショットによる検査

でもよい。 

スタビライザーｰと昇降舵の代

わりに、同等のスティック及び

トリム制御機を使用してもよ

い。 

f 静的縦安定 明確な正の静的安

定を示すこと。 

着陸  ○ ○  

g 長周期特性 代表的なダンピン

グの周期：  ±10% 

巡航  ○ ○   

(3) 横操縦 

a 横揺れ応答

（変化率） 

横揺れ率： 

±10%又は 

±2 ﾟ/sec 

巡航及び

着陸又は

進入 

 ○ ○   

b 横揺れオー

バーシュート

又は横揺れ制

御のステップ

入力に対する

横揺れ応答 

横揺れ角： 

±2 ﾟ又は±10% 

横揺れ率： 

±2 ﾟ又は±10% 

進入又は

着陸 

  ○   

c スパイラル

安定性 

適切な傾向である

こと、また 30 秒

間で横揺れ角： 

±3 ﾟ又は±10% 

巡航   ○ 同じ方向について複数回の検

査結果を平均したものを使用

してよい 

適切な傾向である

こと 

巡航  ○    

d 方向舵応答 横揺れ率：  

±2 ﾟ/sec 

横揺れ角：   ±3 ﾟ 

進入又は

着陸 

 ○ ○ 決められた方向舵の振れ角に

対する横揺れ応答を検査して

もよい。 

e ヨーダンパ

ーｰ不作動時に

おけるダッチ

ロール 

同じ傾向をもつ周

期及びオーバーシ

ュートの数：±10% 

巡航、進

入又は着

陸 

  ○   
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検査項目 許容範囲 飛行形態

飛行訓練装

置レベル 備   考 

１ ２ ３

h 定常横滑り

又は機首角 

与えられた方向舵

角に対し、 

横揺れ角：   ±2 ﾟ 

横滑り角：   ±1 ﾟ 

補助翼：  

±10%又は±2 ﾟ 

スポイラー、等価

操縦輪位置又は操

縦力：  

±10%又は±5 ﾟ 

進入又は

着陸 

 ○ ○ 連続したスナップショットに

よる検査でもよい。 

３．診断検査 

(1) 操縦室内の計器の応答 

a 急激な操縦

入力に対する

計器の応答が、

同様の入力に

対して実機の

計器の応答と

比較されるこ

と。この検査

は、いずれかの

方法で行うこ

と。 

         

(a)3 軸（縦揺

れ，横揺れ，偏

揺れ）のそれぞ

れに対し 1回、

合計３回検査

する 

実機の計器が応答

後 300msec 以内で

応答すること 

離陸及び

巡航 

 ○ ○ 300msec の要件がいかに適合し

ているかを示すコンピュータ

の計算速度に関する証明があ

れば、それを使用してもよい。

(b)3 軸（縦揺

れ，横揺れ， 偏

揺れ） のそれ

ぞれに対し 1

回、合計 3回検

査する。 

操縦装置を動作し

てから 300msec 以

内で応答すること 

   ○ ○ 300msec の要件がいかに適合し

ているかを示すコンピュータ

の計算速度に関する証明があ

れば、それを使用してもよい。
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付録 B 第 6 章 飛行訓練装置の機能検査項目（レベル３以下の飛行訓練装置） 
 
飛行訓練装置レベル欄における○印は当該レベルの飛行訓練装置に適用する検査項目を示す。また、同

欄における△印は当該レベルの飛行訓練装置に適切に装備されている場合に適用する検査項目を示す。 

検査項目 

飛行訓練装

置のレベル 備  考 

1 2 3

(1) 飛行準備      

a 飛行前点検      

乗組員及び教官席の全てのスイッチ、計器、装置、装備の

機能の検査を実施して、操縦室の形状、機能が適切に模擬

していること。 

○ ○ レベル 2,3 の飛行訓練

装置の計器操縦室の形

状及び機能は一般的な

航空機を適切に模擬し

ていること。 

(2) 地上操作（離陸前）      

a 発動機始動 △ ○   

(a) 通常操作手順による始動   

(b) 代替操作手順による始動   

(c) 始動中の異常操作及び停止（ホットスタート、ハ

ングスタート等） 
  

b プッシュバック ○   

c 推力の反応 ○ ○   

d 推力レバーの操作力 ○ ○   

e ブレーキ操作（通常、代替、緊急操作手順） △ ○   

(3) 離陸      

a 通常離陸   

(a) 発動機の点検 

 （発動機計器指示の関連性） 

△ ○
  

(b)加速特性 △ ○   

(c)前車輪及び方向舵による方向操縦 △ ○   

(d)横風離陸 ○ ○   
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検査項目 

飛行訓練装

置のレベル 備  考 

1 2 3

(e) 計器 ○ ○   

(f) 着陸装置、フラップ、前縁高揚力装置の操作 △ ○   

b 異常操作及び緊急操作手順   

(a) 離陸中止 ○   

(b) 離陸中止時の特有の性能 ○   

(c) 操縦装置の故障 ○ ○   

(4) 飛行中の操作   

a 上昇   

(a) 通常上昇 ○ ○   

(b) 一発動機不作動時の上昇 ○ ○   

b 巡航   

(a) 性能特性（速度と推力の関係） ○ ○   

(b) スポイラー（スピードブレーキ）を使用した旋回

及び使用しない旋回 

○ ○
  

(c) 高々度での操作 ○ ○   

(d)高速度での操作 ○ ○   

(e)操舵及びトリムに与えるマック（Mach）の影響、速

度超過警報装置 

○ ○
  

(f)通常旋回及び急旋回 ○ ○   

(g)性能旋回 ○ ○   

(h)失速への接近、失速警報 

（巡航、離陸、進入及び着陸形態） 

○ ○
  

(i)高仰角時の飛行 

（巡航、離陸、進入及び着陸形態） 

○ ○
  

(ｊ)飛行中の発動機停止 △ ○   

(k)飛行中の発動機再始動 △ ○   
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検査項目 

飛行訓練装

置のレベル 備  考 

1 2 3

(l)一発発動機以上の発動機不作動時の飛行 ※ ※ 注 1 

c 降下      

(a)通常降下 ○ ○   

(b)最大降下率での降下 ○ ○   

(c)その他   

(5)進入   

a 非精密進入   

(a)全発動機作動時の進入 ○ ○   

(b)１発動機以上の発動機不作動時の進入 ※ ※ 注 1 

(c)進入方法 

  ・NDB 

    ・VOR,RNAV,TACAN 

  ・DME ARC 

  ・LOC/BD 

  ・LDA,LOC,SDF 

  ・ARS 

○ ○

  

(d)進入復行 

  ・全発動機作動時の進入復行 

  ・１発動機以上の発動機不作動時の進入復行（該当す

る場合） 

○ ○

  

b 精密進入      

(a)PAR 進入 ○ 該当する場合 

(b)ILS 進入 

・通常状態 

・カテゴリーⅠ最低気象条件下での 100ft までのフラ

イト・ディレクター作動時及び不作動時の進入 

・カテゴリーⅡ最低気象条件下での、オートカップル

ド、自動推力調整装置及び自動着陸装置による進入 

・カテゴリーⅢ最低気象条件下での、発動機不作動時

の進入、追い風 10kt での進入、横風 10kt での進入 

△ ○ 該当する場合は、オート

カップルド・アプローチ

の手順を適用する。 

 

 

 

設定可能な最大追い風

と横風が 10kt 以下であ

る場合は、当該風力で検
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検査項目 

飛行訓練装

置のレベル 備  考 

1 2 3

査を行う。 

(c)MLS 進入 

・通常状態 

・急角度グライド・スロープによる進入 

○ 該当する場合 

(d)横風の影響 ○ ○ 該当する場合 

(e)発動機不作動時の進入 ※ ※ 注 1 

(f)進入復行   

・通常状態 ○ ○ 該当する場合 

・発動機不作動時 ※ ※ 注 1 

・急角度グライド・スロープから ○ ○ 該当する場合 

(6)着陸時の地上操作   

a 着陸地上滑走   

(a)スポイラーの作動 △ △   

(b)逆推力の作動 ○   

(7)その他の飛行状態   

a 航空機及び発動機系統の作動   

(a)空調 △ △   

(b)防氷又は除氷 △ △   

(c)補助動力装置 △ △   

(d)通信 △ △   

(e)電気 △ △   

(f)火災探知及び消火 △ △   

(g)フラップ △ △   

(h)操縦系統 

（スポイラー、スピードブレーキを含む） 

△ △
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検査項目 

飛行訓練装

置のレベル 備  考 

1 2 3

(i)燃料及び潤滑油 △ △   

(j)油圧 △ △   

(k)着陸装置 △ △   

(ｌ)酸素 △ △   

(m)ニューマチック △ △   

(n)発動機 △ △   

(o)与圧 △ △   

b フライト・マネージメント系統及びフライト・ 

ガイダンス系統 
  

(a)自動着陸装置 ○ ○   

(b)自動操縦装置 ○ ○   

(c)オートスロットル ○ ○   

(d)飛行ﾃﾞｰﾀ表示装置 ○ ○   

(e)フライト・マネージメント・コンピュータ ○ ○   

(ｆ)フライト・ディレクター ○ ○   

(g)航法装置 ○ ○   

(h)失速警報又は失速防止装置 ○ ○   

(i)スタビリティ及びコントロール・アーギュメンテー

ション 

○ ○
  

(j)その他 ○ ○   

c 空中操作手順   

(a)待機 △ △   

(b)その他 △ △   

d 発動機停止及び駐機   

(a)装置の作動 △ △   
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検査項目 

飛行訓練装

置のレベル 備  考 

1 2 3

(b)パーキング・ブレーキの操作 △ △   

注１：このテストは、この状況、条件で手順が満足に実施できた事を確認するだけでよい。 
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付録 C 第１章 回転翼航空機を模擬する模擬飛行装置の基本要件 
 

要 件 

模擬飛行装

置レベル 

B C D 

1 一般 

(1) 操縦室は実機の実物大の複製であること。 

操縦装置及びスイッチの作動方向は実機のものと一致すること。 

操縦室は操縦士席を最も後方に位置させた箇所の胴体の断面から前方に位置

する全てのものを構成するものであること。 

操縦士席より後方に位置するものでも、操縦士以外の乗組員を必要とする実機

にあっては、その業務する席及びその業務に必要な間隔は、操縦室の一部と見な

して模擬されていること。 

○ ○ ○

(2) サーキット・ブレーカーであって、乗務員の操作手順又は操縦室での業務に影

響を及ぼすものは、適切に配置され、かつ正しく機能すること。 
○ ○ ○

(3) 飛行中、通常生じ得る抗力と推力の各種の組合せに対応する空気力学的変化の

影響（回転翼航空機の姿勢、空気力、推進力、モーメント、高度、温度、全備重

量、重心位置及び機外物資輸送飛行を含む飛行（適用される場合のみ）を含む。）

は、実機の飛行状態におけるものと同等であること。 

○ ○ ○

(4) 各計器は、操縦装置その他の装置の操作、又は外的擾乱（乱気流又はｳｲﾝﾄﾞｼｱ）

に対応して自動的に実機と同等の指示が行われること。 
○ ○ ○

(5) 通信装置及び航法装置は、実機の機上装備と対応するもので、これと同じ精度

を有すること。 
○ ○ ○

(6) 操縦室内には、乗組員のほか、ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰのための操縦士計器板及び前方の窓

に入る模擬視界光景が十分見える 2 座席を有すること。これらのｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ用座

席は実機のものである必要はないが、実機のものと同様の確実な固縛装置が備え

付けられていること。 

なお、特殊な配置の操縦室については、別途、本要件への適合性を審査する。 

○ ○ ○

(7) 実機の地上及び飛行中における諸系統の作動状態を模擬すること。諸系統は、

装置の用途に応じて実機と同様の通常操作手順、異常時及び緊急時の操作手順に

実施が可能である範囲まで作動すること。 

○ ○ ○

(8) 教官席において、全ての必要な諸系統の変数を制御でき、諸系統に異常状態及

び緊急状態を発生させることが可能であること。 
○ ○ ○

(9) 操縦力及び操縦量は、実機と同等であること。操縦力は同一の飛行条件下で実

機と同様に反応するものであること。 
○ ○ ○

(10)操縦士の操作の結果生じる操縦室内の重要な音は、実機のものと同等であるこ

と。 
○ ○ ○

(11)通常の運航において操縦士が感知できる降水音、ｳｲﾝﾄﾞｼｰﾙﾄﾞのﾜｲﾊﾟｰ音その他

の実機の重要な騒音及び着陸装置の限界を越えて実機を着陸させた場合の破壊

音を提供すること。 

  ○ ○



- 126 - 
 

要 件 

模擬飛行装

置レベル 

B C D 

(12)操縦室の騒音（発動機音、ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ音、ﾛｰﾀｰ音及び機体の音を含む。）は現

実的な振幅及び周波数とすること。 
   ○

(13)次に掲げる地上特性及び空力特性のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞを有すること。 

a  地面効果-例：ﾌﾚｱ、着陸及び地面効果内でのﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ。（ﾚﾍﾞﾙ B においては、

ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞに関するﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞは不要。） 

b  地面反力-接地するときの実機の反応には、着陸装置のｽﾄﾗｯﾄの伸縮、ﾀｲﾔま

たはｽｷｯﾄﾞの摩擦及び横方向の力並びに重量や速度など飛行状態を識別するた

めの適切なﾃﾞｰﾀを含む。 

c  地上特性-ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ操作に対する横風、制動、減速及び旋回半径の影響を含む。 

○ ○ ○

(14)横風を模擬することができ、教官席において風速及び風向が制御できること。 ○ ○ ○

(15)実機に関する資料に基づいた、少なくとも次に掲げる滑走路の状態における代

表的な停止及び操向の操作力を模擬するものであること。 

a  乾燥した状態 

b  濡れた状態 

c  凍結した状態 

d  部分的に濡れた状態 

e  部分的に凍結した状態 

  ○ ○

(16)実機に関する資料に基づいた代表的なﾌﾞﾚｰｷ及びﾀｲﾔの故障並びにﾌﾞﾚｰｷ温度が

高い状態におけるﾌﾞﾚｰｷの効果の減少を模擬するものであること。 
  ○ ○

(17)模擬飛行装置の類似したﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ及びﾊｰﾄﾞｳｪｱを迅速に、かつ、効果的に検

査する手段を有すること。 

なお、当該手段には認定検査ｶﾞｲﾄﾞの検査項目の一部を自動的に処理するため

のｼｽﾃﾑを含んでもよい。 

  ○ ○

(18)模擬飛行装置のコンピュータの容量、精度、分解能及び動的応答は認定レベル

に対して十分なものであること。 
○ ○ ○

(19)操縦感覚は実機と同等であること。 手放し飛行特性は、付録 C 第 2章で定め

られている動的操縦検査の許容範囲内で実機の特性と同等であること。  

なお、認定検査時には、操縦桿、ｺﾚｸﾃｨﾌﾞ・ﾋﾟｯﾁ・ﾚﾊﾞｰ及び方向舵ﾍﾟﾀﾞﾙにおい

て測定される手放し飛行特性の測定値を含むものであること。 

地上、ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ、上昇、巡航及びｵｰﾄﾛｰﾃｰｼｮﾝにおいて、実機での測定値と模擬

飛行装置の測定値は同等でなければならない。 

a  非可逆式操縦ｼｽﾃﾑを持つ実機を模擬する模擬飛行装置にあって、ﾋﾟﾄｰ管の静

圧入力を空中において遭遇する典型的な条件に設定することが可能な場合は、

地上で当該飛行特性の測定を行ってもよい。なお、地上検査を行う場合、又は

一部形態を省略する場合には、その適切性を証明する技術検討書、もしくは実

機の製造会社による理論的根拠を提出しなければならない。 

b  操縦系統において静的及び動的検査を必要とする模擬飛行装置の認定検査

  ○ ○
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要 件 

模擬飛行装

置レベル 

B C D 

にあって、検査機器を用いた場合の検査結果とｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ﾃﾞｰﾀ・ﾌﾟﾛｯﾄのような

代替検査方法による結果が一致していることが認定検査ｶﾞｲﾄﾞに明記されてい

るのであれば、当該代替検査方法を用いてもよい。  

(20)ﾓｰｼｮﾝ装置、ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置及び操縦室の計器間の相互に関係する応答は、総合的

ｷｭｰとして感知できるよう、密接な関連を有しており、かつ次の要件に適合する

ものであること。 

a  当該系統は、操縦士席において急激な縦揺れ、横揺れ及び偏揺れ入力を与え

た場合、実機が同じ状態において応答する時間に対して、100(150)msec 以内

で応答すること。ただし、実機が応答する以前に応答してはならず、かつﾋﾞｼﾞ

ｭｱﾙ装置の画像の安定した状態からの画像の変化は、上記の装置の動的応答の

制限である 100(150)msec 以内に生じ、かつﾓｰｼｮﾝ装置が変化する以前に生じて

はならない。 

b a 項の要件に適合することを証明する検査は、操縦士の操縦桿、ｺﾚｸﾃｨﾌﾞ・ﾋﾟ

ｯﾁ・ﾚﾊﾞｰ及び方向ﾍﾟﾀﾞﾙからのｱﾅﾛｸﾞ出力、操縦士席付近の妥当と認められる位

置でﾓｰｼｮﾝ装置のﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑに取り付けられた加速度計からの出力、ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置

の表示用出力信号（ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置のｱﾅﾛｸﾞ遅れを含む。）並びに操縦士の姿勢指

示器への出力信号を同時に記録するもの又は適切と認められたその他の方法

によるものであり、かつ地上、ﾎﾊﾞﾘﾝｸ（゙ﾚﾍﾞﾙ C ﾚﾍﾞﾙ D 模擬飛行装置のみ適用）、

上昇、巡航及びｵｰﾄﾛｰﾃｰｼｮﾝ形態において、実機の応答に関しては、各々の回転

軸に対する角加速度であらわされているのが望ましい。 

c  模擬飛行装置の応答時間が a項の基準値を満足することを証明するための

代替検査方法として、ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ・ﾃﾞｨﾚｲ検査を行ってもよい。 

この検査は、操縦装置へのｽﾃｯﾌﾟ入力から、操縦装置の信号伝達系統（各ｲﾝ

ﾀｰﾌｪｲｽ部を含む）、次いで相互情報伝達制御ﾌﾟﾛﾄｺﾙによる全ての模擬ｿﾌﾄｳｪｱ・

ﾓｼﾞｭｰﾙを正しい順序で通って、最終的にﾓｰｼｮﾝ装置、ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置及び計器表示

への正常信号出力に至る全ての遅延時間を測定するものである。 

なお、この検査において、操縦装置への入力による検査開始時間は、記録可

能なものでなければならない。また、通常のｺﾝﾋﾟｭｰﾀの情報計算処理にかかる

時間は許されるが、ﾊｰﾄﾞｳｪｱ及びｿﾌﾄｳｪｱ・ｼｽﾃﾑを通じて、情報伝達経路を変更

してはならない。 

ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ・ﾃﾞｨﾚｲは、操縦系統への入力から、個々のﾊｰﾄﾞｳｪｱが反応するまで

の時間となり、飛行条件と無関係に、本検査は各軸について一度計測するのみ

でよい。 

○ ○ ○

（備考） 

ﾚﾍﾞﾙ B の応答は 150msec 以内であること。 

 

○ 
  

ﾚﾍﾞﾙ C 及び D の応答は 100msec 以内であること。   ○ ○

(21)模擬飛行装置で使用する空力ﾓﾃﾞﾙは、実機の製造者により実施された実機の飛    ○
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要 件 

模擬飛行装

置レベル 

B C D 

行試験の資料に基づく地面効果、機体への着氷の影響（該当する場合のみ適用）、

ﾛｰﾀｰの航跡と胴体との間に生じる空力干渉の影響、ﾛｰﾀｰが操縦系統及び操舵面へ

与える影響、空力弾性の特性並びに横滑りによる非直線性の特性を含めたもので

あること。 これら空力弾性の特性及び横滑りによる非直線性の特性は、通常、

模擬飛行装置の空力ﾓﾃﾞﾙに含まれているが、適合性の証明はそれぞれについて必

要である。また、推力の影響に関する個別の検査、及び着氷の影響に関する適合

性の証明が別に必要である。 

(22)付録C第2章に規定された要件に適合していることを示すための模擬飛行装置

のﾊｰﾄﾞｳｪｱ及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞのｾﾙﾌ・ﾃｽﾄができること。 

ｾﾙﾌ・ﾃｽﾄの結果には、模擬飛行装置の製造番号、日付、時間、初期条件、許容範

囲及び実機の基準と比較するための適切な変数を含んでいること。 

なお、許容範囲の逸脱を示す自動ﾌﾗｷﾞﾝｸﾞ機能を有することが望ましい。 

   ○

(23)模擬飛行装置の故障を診断解析したﾌﾟﾘﾝﾄ出力を有すること。故障時のﾌﾟﾘﾝﾄ

出力は保管されること。 
   ○

(24)模擬飛行装置のﾊｰﾄﾞｳｪｱ及びﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞは、実機の改修に合わせて改修を行う

こと。 
○ ○ ○

(25)模擬飛行装置を使用する場合、飛行前点検が実施され、実施記録が保管される

こと。 
○ ○ ○

(26)模擬飛行装置の使用後、教官又はその他の者が、当該使用で生じた故障を記載

できる日誌を有すること。 
○ ○ ○

(27)4 ヶ月ごとに、付録 C第 3 章の検査項目及び定期検査で実施する検査項目を除

き、認定検査ｶﾞｲﾄﾞで規定された検査項目が使用者により順次実施されること。 
○ ○ ○

2 モーション装置 

(1) 操縦士が感知するモーション・キューは実機の動きを模擬していること。（タ

ッチダウン・キューは模擬降下率の関数であること。） 
○ ○ ○

(2) ﾓｰｼｮﾝ装置は、3 自由度以上の自由度を有すること。 ○   

(3) ﾓｰｼｮﾝ装置は、6自由度のﾓｰｼｮﾝ装置が有するﾓｰｼｮﾝ・ｷｭｰと同等のﾓｰｼｮﾝ・ｷｭｰを

提供すること。 
  ○ ○

(4) 実機資料と比較するため、ﾓｰｼｮﾝ装置の応答時間を記録する手段を有すること。 

（備考）1-(20)項参照のこと。 
○ ○ ○

(5) 以下の特殊効果を模擬できること。 

a  滑走路上での振動、ｵﾚｵの変化、地上速度の効果及び平坦でない滑走路におけ

る特性 

b  貫流速効果によるﾊﾞﾌｪｯﾄ 

c  着陸装置の上げ下げの操作中のﾊﾞﾌｪｯﾄ 

d  後退側ﾌﾞﾚｰﾄﾞが失速しつつあるときにおけるﾊﾞﾌｪｯﾄ 

e  ﾊﾟﾜｰｾｯﾄﾘﾝｸﾞによるﾊﾞﾌｪｯﾄ 

○ ○ ○
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要 件 

模擬飛行装

置レベル 

B C D 

f  着地時の衝撃（ﾀｯﾁﾀﾞｳﾝ・ｷｭｰ） 

g  ﾛｰﾀｰの振動 

(6) 実機の運航において、操縦室で感知できる特有のﾊﾞﾌｪｯﾄ（後退側ﾌﾞﾚｰﾄﾞの失速、

着陸装置下げ又はﾊﾟﾜｰｾｯﾄﾘﾝｸﾞによるﾊﾞﾌｪｯﾄ等）を模擬し、かつ次の要件に適合

するものであること。 

a 特有のﾊﾞﾌｪｯﾄを計測できる計測機器等を装備し、かつ実機の資料と比較でき

るようにﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑされていなければならない。 

b 本要件に適合することを証明する場合に、実機の資料は、実機が大気の乱れ

を受けている場合の操縦室の運動を模擬するために必要である。なお、近似的

に、飛行試験の資料を証明できる一般的な擾乱のﾓﾃﾞﾙを使用することができ

る。 

c 振幅対周波数を比較することができるように検査結果を記録できること。 

   ○

3 ビジュアル装置 

(1) ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置は、申請者が申請しようとする認定ﾚﾍﾞﾙに応じて適用される本付

録と付録 C第 2章及び第 3章の基準を全て満たす能力があること。 
○ ○ ○

(2) 各操縦士席において、同時に 75 ﾟ以上の水平視界及び 30 ﾟの垂直視界を有する

こと。 
○   

(3) 各操縦士席において、連続した 150 ﾟ以上の水平視界及び 40 ﾟの垂直視界を有

すること。 
  ○  

(4) 各操縦士席において、連続した 180 ﾟ以上の水平視界及び 60 ﾟの垂直視界を有

すること。また、実機に装備されたﾁﾝ・ｳｲﾝﾄﾞｳを有すること。 
   ○

(5) 実機の資料と比較するため、ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置の応答時間を記録する手段を有する

こと。 
○ ○ ○

(6) 着陸進入時の決心高度において、視認可能な地上の光景及びその他の光景の内

容に関して、認定検査ｶﾞｲﾄﾞには、実機の位置及び視認可能な地上の光景等の設

定が妥当なものであることを示す適切な計算及び図等の資料が含まれていなけ

ればならない。この資料には以下の項目のものを含むべきであるが、それらに限

定されるものではない。 

a  使用する空港及び滑走路 

b  ｸﾞﾗｲﾄﾞ・ｽﾛｰﾌﾟ送信ｱﾝﾃﾅの位置 

c  主車輪から見たｸﾞﾗｲﾄﾞ・ｽﾛｰﾌﾟ受信ｱﾝﾃﾅの位置 

d  進入灯及び滑走路灯の輝度設定 

e  回転翼航空機のﾋﾟｯﾁ角 

上記の項目は、当該実機の着陸形態で主車輪の高さが接地帯より 100ft(30m)

の状態に対して設定すること。また、視認可能な地上の光景及びその内容は、

1,200ft(350m)の滑走路視距離に対して設定されること。 

○ ○ ○

(7) 離陸及び着陸操作中に、高度変化率、対地高度、低高度低速飛行中の変位量及 ○   
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置レベル 
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び変位率が判断できるﾋﾞｼﾞｭｱﾙ・ｷｭｰを有すること。 

(8) 離陸、低高度低速飛行、ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ及び着陸操作中に、高度変化率、対地高度、

低高度低速飛行中の変位量及び変位率が判断できるﾋﾞｼﾞｭｱﾙ・ｷｭｰを有すること。 
  ○ ○

(9) ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置の色彩、滑走路視距離、焦点及び輝度の確認並びに水平線及び姿

勢と模擬飛行装置の姿勢指示器との比較を迅速に行う検査手順を有すること。 
  ○ ○

(10)薄暮の光景において、水平線及び地面、道路並びに海、湖沼等の地形を視認す

ることができること。 
  ○ ○

(11)少なくとも 10 段階の遮へいを有すること。本要件は各ﾁｬﾝﾈﾙごとにﾋﾞｼﾞｭｱﾙ・

ﾓﾃﾞﾙを用いて証明すること。 
  ○ ○

(12)特定の空港、ﾍﾘﾎﾟｰﾄ、地形及び当該空港の周辺の主要な地上目標を認知し、目

視による着陸を実施するのに十分な昼間、薄暮及び夜間の光景を表示できるこ

と。 

 昼間の光景は、操縦室から見える昼間の外界を表示するものであり、その明る

さは、全天が雲で覆われた昼間の操縦室内の光量以上の光量を有すること。 

 昼間用ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置は、全ての色を表示でき、昼間の光景では、4,000 エッジ

以上又は 2,000 地表面以上、夜間及び薄暮の光景では 4,000 光点以上により作画

される画像と同等の光景を、操縦士の目の位置において 20.6cd/㎡

（6-Foot-Lambert）以上の輝度（最も明るい部分の輝度）で、同じ位置において

角度で 3 分以下の解像度で表示できること。かつ模擬飛行装置が作動中に明らか

な画像の不連続性やその他有害な乱れがあってはならない。 

 操縦室内の証明は、表示されている光景の変化に整合していること。 

昼間の光景においては、操縦室内の照明は、表示されている光景を打ち消すも

のでなく、操縦士席における膝の高さのｱﾌﾟﾛｰﾁ・ﾌﾟﾚｰﾄからの反射光が 17.2cd/

㎡(5-Foot-Lambert)以上、または操縦士の顔からの反射光が 6.9cd/㎡

(2Foot-Lambert)以上であること。 

 全ての輝度及び解像度の要件に対する適合性は客観的検査によって確認され、

かつ少なくとも毎年 1回再検査されること。 

 加速度的に性能が落ちてゆく徴候がある場合は、検査はより頻繁に実施するこ

と。 

 輝度能力の適合性の証明には、白色光のﾃｽﾄ・ﾊﾟﾀｰﾝを使用し、ｽﾎﾟｯﾄ・ﾌｫﾄﾒｰﾀ

ｰにより証明してもよい。 

   ○

a ｺﾝﾄﾗｽﾄ比 

全ての画面（3 ﾁｬﾝﾈﾙ以上）を満たした走査線描写によるﾃｽﾄ・ﾊﾟﾀｰﾝは、5°

以上 10°以下の黒と白の正方形のﾏﾄﾘｯｸｽから構成され、それぞれのﾁｬﾝﾈﾙにお

いて白い正方形が中心にあること。 

測定は、それぞれのﾁｬﾝﾈﾙにおいて中心の白い正方形に対し 1°のｽﾎﾟｯﾄ・ﾌｫ

ﾄﾒｰﾀｰを使って行い、6.9cd/㎡(2Foot-Lambert)以上であることを確認する。 
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次に、隣接した黒い正方形を測定し、白い正方形の輝度を黒い正方形の輝度

で割って、ｺﾝﾄﾗｽﾄ比を算出する。 

 このｺﾝﾄﾗｽﾄ比は 5:1 以上であること。 

この場合、操縦室の照明はﾚﾍﾞﾙ D の要件を維持していなければならない。 

b 最も明るい部分の輝度検査 

前 a項のﾃｽﾄ・ﾊﾟﾀｰﾝを維持しながら、各ﾁｬﾝﾈﾙの中心の白い正方形全体に最

も明るい映像を重ね合わせ、1°のｽﾎﾟｯﾄ・ﾌｫﾄﾒｰﾀｰを使って輝度を測定するこ

と。 

走査線の輝度を高めるためのｷｬﾘｸﾞﾗﾌｨｯｸ機能を使用してもよいが、光点や光

点を配列したものを使用することは認められない。 

  c 解像度は、操縦士の目の位置から角度で 3 分を占めるように配置された物体

のﾃｽﾄ・ﾊﾟﾀｰﾝを使用して証明すること。 

 この証明内容は、適合性の証明書類において計算によって確認されなければ

ならない。 

   ｄ 光点のｻｲｽﾞは角度で 6分以下であること。 

この検査は、40 個の光点の単列からなるﾃｽﾄ・ﾊﾟﾀｰﾝを使用し、光点間隔が

識別出来なくなるまで当該光点単列を縮めることにより測定する。 

この光点の単列は 4°以下の角度であること。 

e 光点のｺﾝﾄﾗｽﾄ比は 25:1 以上であること。 

光点で満たされた 1°以上の正方形（光点間隔が丁度識別できなくなる状

態）を隣接した背景と比較して検査する。 
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付録 C 第２章 回転翼航空機を模擬する模擬飛行装置の性能誤差許容範囲 
 

検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

１、性能 

(1) 発動機 

a  発動機の始動及び

加速時間 

始動時間：   ±10%又は±1sec

ﾄﾙｸ：                   ±5%

ﾛｰﾀｰ回転数：            ±3%

燃料流量：             ±10%

ｶﾞｽｼﾞｪﾈﾚｰﾀｰ速度：       ±5%

ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ速度：         ±5%

ﾀｰﾋﾞﾝｶﾞｽ温度：        ±30℃

地上/ﾛｰﾀｰﾌﾞﾚｰｷ使用時

及び未使用時 

○ ○ ○

b 定常ｱｲﾄﾞﾙ状態及び

運用回転状態 

ﾄﾙｸ：                   ±3%

ﾛｰﾀｰ回転数：          ±1.5%

燃料流量：              ±5%

ｶﾞｽｼﾞｪﾈﾚｰﾀｰ速度：       ±2%

ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ速度：         ±2%

ﾀｰﾋﾞﾝｶﾞｽ温度：        ±20℃

地上 ○ ○ ○

c ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ速度ﾄﾘﾑ ﾊﾟﾜｰﾀｰﾋﾞﾝ速度の全変更量： 

±10%

地上 ○ ○ ○

d 発動機及びﾛｰﾀｰ回転

速度の調整 

ﾄﾙｸ：                   ±5%

ﾛｰﾀｰ回転数：          ±1.5%

上昇/下降 ○ ○ ○

(2) 地上 

a  最小旋回半径 旋回半径:  

±3ft (0.9m) 又は ±20％

地上 ○ ○ ○

b 操向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置又

は前車輪の操向角に対

する旋回率 

旋回率： ±10% 又は±2 ﾟ/sec 同上  ○ ○ ○

c 地上滑走 縦揺れ角：        ±1.5 ﾟ

ﾄﾙｸ：                ±3%

操縦桿の位置（縦方向）：±5%

操縦桿の位置（横方向）：±5%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：       ±5%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：   ±5%

同上 ○ ○ ○

d 減速時間及び距離 時間及び距離：         ±10% 同上 ○ ○ ○

(3) 離陸 

a 通常離陸 対気速度：             ±3kt

高度：          ±20ft(6.1m)

地上、離陸及び第 1 ｾｸﾞﾒ

ﾝﾄ上昇 

○ ○ ○
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

ﾄﾙｸ：                   ±3%

ﾛｰﾀｰ回転数：          ±1.5%

上昇率： 

±10%又は±100ft/min

(±0.5m/sec)

縦揺れ角：           ±1.5 ﾟ

横揺れ角：             ±2 ﾟ

偏揺れ角：             ±2 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±10%

操縦桿の位置（横方向）：±10%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：      ±10%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置： ±10%

b １発動機不作動時の

離陸 

同上 同上 ○ ○ ○

(4)  ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ ﾄﾙｸ：                   ±3%

縦揺れ角：            ±1.5 ﾟ

横揺れ角：            ±1.5 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±5%

操縦桿の位置（横方向）：±5%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：       ±5%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：   ±5%

地面効果内及び地面効

果外 

 ○ ○

(5) 垂直上昇 上昇率： 

±10%又は±100ft/min

(±0.5m/sec)

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：       ±5%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：   ±5%

地面効果外ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ状態

からの上昇 

 ○ ○

(6) 巡航   ﾄﾙｸ：                   ±3%

縦揺れ角：           ±1.5 ﾟ

横滑り角：             ±2 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±5%

操縦桿の位置（横方向）：±5%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：       ±5%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：   ±5%

巡航 

安定性増加 ON 及び OFF 

○ ○ ○

(7) 上昇   上昇率： 

±10%又は±100ft/min

(±0.5m/sec)

縦揺れ角：           ±1.5 ﾟ

通常上昇１発動機不作

動時の上昇安定性増加

ON 及び OFF 

○ ○ ○
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

横滑り角：             ±2 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±5%

操縦桿の位置（横方向）：±5%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：       ±5%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：   ±5%

(8) 降下 

a 通常降下 

降下 1000ft/min 程度 

正常進入速度 

ﾄﾙｸ：                   ±3%

縦揺れ角：            ±1.5 ﾟ

横滑り角：             ±2 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±5%

操縦桿の位置（横方向）：±5%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：       ±5%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：   ±5%

通常の進入速度でのお

よそ 100ft/分での降下、

安定性増加 ON 及び OFF 

○ ○ ○

b ｵｰﾄﾛｰﾃｰｼｮﾝ 降下率： 

±10%又は±100ft/min

(±0.5m/sec)

ﾛｰﾀｰ回転数：          ±1.5%

縦揺れ角：            ±1.5 ﾟ

横滑り角：             ±2 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±5%

操縦桿の位置（横方向）：±5%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：       ±5%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：   ±5%

定常降下 

 

安定性増加 ON 及び OFF 

○ ○ ○

(9) ｵｰﾄﾛｰﾃｰｼｮﾝへの移

行 

ﾛｰﾀｰ回転数：            ±3%

縦揺れ角：             ±2 ﾟ

横揺れ角：             ±3 ﾟ

偏揺れ角：             ±5 ﾟ

速度：                 ±5kt

降下率： 

±10%又は±200ft/min

(±1.0m/sec)

巡航又は上昇  ○ ○

(10) 着陸 

a 通常着陸 対気速度：             ±3kt

高度：          ±20ft(6.1m)

ﾄﾙｸ：                   ±3%

ﾛｰﾀｰ回転数：          ±1.5%

縦揺れ角：            ±1.5 ﾟ

進入及び着陸 ○ ○ ○
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

横揺れ角：           ±1.5 ﾟ

偏揺れ角：             ±2 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±10%

操縦桿の位置（横方向）：±10%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：      ±10%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：  ±10%

b １発動機不作動時の

着陸 

同上 同上 ○ ○ ○

c 着陸復行 同上 進入 ○ ○ ○

d ｵｰﾄﾛｰﾃｰｼｮﾝ着陸 ﾄﾙｸ：                   ±3%

ﾛｰﾀｰ回転数：            ±3%

降下率： 

±10%又は±100ft/min

(±0.5m/sec)

縦揺れ角：             ±2 ﾟ

横揺れ角：             ±2 ﾟ

偏揺れ角：             ±5 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±10%

操縦桿の位置（横方向）：±10%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：      ±10%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：  ±10%

進入及び着陸  ○ ○

２、操縦特性 

(1) 静的操縦 

a ｻｲｸﾘｯｸの位置に対す

る操縦力 

操作開始力： 

±0.251b(0.112DN)又は±25%

操縦力： 

±0.51b(0.224DN)又は±10%

地上静止 

ﾄﾘﾑ ON 及び OFF 

ﾌﾘｸｼｮﾝ OFF 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○

b ｺﾚｸﾃｨﾌﾞ及びﾍﾟﾀﾞﾙの

位置に対する操縦力 

操作開始力： 

±0.51b(0.224DN)又は±10%

操縦力： 

±1.01b(0.448DN)又は±10%

同上 ○ ○ ○

c ﾌﾞﾚｰｷﾍﾟﾀﾞﾙの位置に

対する操作力 

操縦力： 

±5lb(2.224DN)又は±10%

地上静止 ○ ○ ○

d 各軸毎のﾄﾘﾑの変化

率 

変化率：               ±10% 地上静止 

ﾄﾘﾑ ON 

ﾌﾘｸｼｮﾝ OFF 

○ ○ ○
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

e 各軸毎の動的操縦 最初に零点を交差するまでの

時間：                 ±10%

周期：           ±10(n+1)%

１回目のｵｰﾊﾞｰｼｭｰﾄの振幅： 

±10%

２回目及びそれに続く初期変

化の5%より大きいｵｰﾊﾞｰｼｭｰﾄの

振幅：                 ±20%

ｵｰﾊﾞｰｼｭｰﾄ：           ±1 回

（n：振動の全期間における連

続する周期回数） 

ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ/巡航 

ﾄﾘﾑ ON 

ﾌﾘｸｼｮﾝ OFF 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

 ○ ○

f 各操縦系統毎の遊び 遊び：           ±0.10inch 地上静止 

ﾌﾘｸｼｮﾝ OFF 

○ ○ ○

(2) 低速操縦 

a 操縦装置の位置 ﾄﾙｸ：                   ±3%

縦揺れ角：            ±1.5 ﾟ

横揺れ角：             ±2 ﾟ

操縦桿の位置（縦方向）：±5%

操縦桿の位置（横方向）：±5%

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置：       ±5%

ｺﾚｸﾃｨﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾙの位置：   ±5%

地面効果内での低速飛

行 

前方、側方及び後方への

移動 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

 ○ ○

b ｸﾘﾃｨｶﾙ・ｱｼﾞﾏｽ 同上 静止ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

 ○ ○

c 操縦桿応答 縦揺れ率： ±10%又は±2 ﾟ/sec

縦揺れ率の変化量： 

±10%又は±1.5 ﾟ

ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

 ○ ○

d 横操縦応答 横揺れ率： ±10%又は±3 ﾟ/sec

横揺れ率の変化量： 

±10%又は±3 ﾟ

ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

 ○ ○

e 偏操縦応答 偏揺れ率： ±10%又は±2 ﾟ/sec

偏揺れ率の変化量： 

±10%又は±2 ﾟ

ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

 ○ ○

ｆ 垂直操縦応答 通常の加速度：       ±0.1G ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ  ○ ○

(3) 縦操縦        

a 操縦性応答 縦揺れ率： ±10%又は±2 ﾟ/sec

縦揺れ率の変化量： 

巡航 

安定性増加系統 ON 及び

○ ○ ○
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

±10%又は±1.5 ﾟ OFF 

b 静的安定性 操縦桿の位置（縦方向）のﾄﾘﾑ

状態から変化量： 

±10%又は±0.25inch(6.3mm)

又は 

操縦桿（縦方向）の操縦力： 

±o.51b(0.224DN)又は±10%

巡航又は上昇 

 

ｵｰﾄﾛｰﾃｰｼｮﾝ 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○

c 長周期特性 周期：                 ±10%

1/2 又は 2倍振幅になるまでの

時間：                   10%

又は、ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ率：±0.02 

巡航 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○

d 低周期特性 縦揺れ角：           ±1.5 ﾟ

又は 

縦揺れ率：          ±2 ﾟ/sec

通常加速度：          ±0.1G

巡航又は上昇 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○

e 運動安定性 操縦桿の位置（縦方向）のﾄﾘﾑ

状態から変化量： 

±10%又は±0.25inch(6.3mm)

又は 

操縦桿（縦方向）の操縦力： 

±0.51b(0.224DN)又は±10%

巡航又は上昇安定性増

加系統 ON 及び OFF 

○ ○ ○

f 着陸装置作動時間 ±1sec 離陸時の上げ、進入時の

下げ 

○ ○ ○

(4) 横操縦 

a 横操縦応答性 横揺れ率： ±10%又は±3 ﾟ/sec

横揺れ率の変化量： 

±10%又は±3 ﾟ

巡航 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○

b 偏操縦応答性 横揺れ率： ±10%又は±2 ﾟ/sec

横揺れ率の変化量： 

±10%又は±2 ﾟ

巡航 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○

c 偏揺れの静的安定性 操縦桿の位置（縦方向）のﾄﾘﾑ

状態から変化量： 

±10%又は±0.25inch(6.3mm)

又は 

操縦桿（横方向）の操縦力： 

±0.51b(0.224DN)又は±10%

横揺れ角：           ±1.5 ﾟ

巡航又は上昇及び降下 

 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの位置のﾄﾘﾑ状態か

ら変化量： 

±10%又は 0.25inch(6.3mm)

又は 

方向ﾍﾟﾀﾞﾙの操作力： 

±1.01b(0.448DN)又は±10%

操縦桿の位置（縦方向）のﾄﾘﾑ

状態から変化量： 

±10%又は±0.25inch(6.3mm)

高度変化率： 

±10%又は±100ft/min

(±0.5m/sec)

d 水平発振振動 周期：    ±0.5sec 又は±10%

1/2 又は 2倍振幅になるまでの

時間：                 ±10%

又は 

ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ率：          ±0.02

横揺れ角及び横滑り角の最高

点の時間差：±1sec 又は±20%

巡航又は上昇 

 

安定性増加系統 ON 及び

OFF       

○ ○ ○

e ｽﾊﾟｲﾗﾙ安定性 正しい傾向及び 20sec での横

揺れ角：      ±2 ﾟ又は±10%

巡航又は上昇 

 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○

f 前進/後進時の偏揺

れ 

正しい傾向及び過渡時の横揺

れ角：                 ±2 ﾟ

巡航又は上昇 

 

安定性増加系統 ON 及び

OFF 

○ ○ ○

３、モーション装置 

(1) ﾓｰｼｮﾝ可動能力範囲 

a 縦揺れ方向 

 

可動量：              ±25 ﾟ

速度：            ±20 ﾟ/sec

加速度：        ±100 ﾟ/sec2

（ただし、ﾚﾍﾞﾙ B にあっては範

囲の指定値はない。） 

いずれの形態であって

も可 

○ ○ ○

b 横揺れ方向 

 

可動量：       ±25 ﾟ

速度：      ±20 ﾟ/sec

加速度：    ±100 ﾟ/sec2

同上 ○ ○ ○
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

（ただし、ﾚﾍﾞﾙ B にあっては範

囲の指定値はない。） 

c 偏揺れ方向 

 

可動量：       ±25 ﾟ

速度：      ±20 ﾟ/sec

加速度：    ±100 ﾟ/sec2

同上  ○ ○

d 垂直方向  可動量：      ±34inch

速度：     ±24inch/sec

加速度：       ±0.8G

（ただし、ﾚﾍﾞﾙ B にあっては範

囲の指定値はない。） 

同上 ○ ○ ○

e 横方向 

 

可動量：      ±45inch

速度：     ±28inch/sec

加速度：       ±0.6G

同上  ○ ○

f 縦方向 

 

可動量：      ±34inch

速度：     ±28inch/sec

加速度：       ±0.6G

同上  ○ ○

g 初期回転加速率 

 

加速率：   毎秒 300 ﾟ/sec2

各運動軸毎に検査を行うこと。

（ただし、ﾚﾍﾞﾙ B にあっては範

囲の指定値はない。） 

同上  ○ ○

h 初期垂直加速率 

 

加速率：      ±6G/sec

（ただし、ﾚﾍﾞﾙ B にあっては範

囲の指定値はない。） 

同上 ○ ○ ○

  横方向：      ±3G/sec    ○ ○

  縦方向：      ±3G/sec    ○ ○

(2) 周波数応答性 

周波数（Hz)、位相（ﾟ） 

0.1～0.5、-15～-20 

0.51～1.0、-15～-20 

1.1～2.0、-20～-40 

2.1～5.0、-40～-100 

 

振幅率： 

±2db

±2db

±4db

±4db

いずれの形態であって

も可 

○ ○ ○

(3) ﾚｸﾞ・ﾊﾞﾗﾝｽ ±1.5 ﾟ   ○ ○ ○

(4) ﾀｰﾝ・ｱﾗｳﾝﾄﾞ ±0.05G いずれの形態であって

も可 

○ ○ ○

(5) ﾓｰｼｮﾝ・ｷｭｰの再現

性 

    ○ ○ ○

４、ビジュアル装置 
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

(1) ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ・ｸﾞﾗﾝﾄ・

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

±20％ 

ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ・ｾｸﾞﾒﾝﾄにおいて滑走

路末端灯が視認できること。 

着陸 

ﾀｯﾁﾀﾞｳﾝ・ｿﾞｰﾝ上空で車

輪高度 100ft(30m)の静

止状態（ｸﾞﾗｲﾄﾞ・ｽﾛｰﾌﾟ

に乗っている状態）RVR

は 1,200ft または 350m 

○ ○ ○

(2) 色調 実証ﾓﾃﾞﾙ    ○ ○

(3) RVR 調整 実証ﾓﾃﾞﾙ    ○ ○

(4) 焦点及び輝度 実証ﾓﾃﾞﾙ    ○ ○

(5) 計器指示との整合

性（ﾋﾞｼﾞｭｱﾙの水平面に

対して、横揺れ及び横

揺れ方向の計器表示） 

実証ﾓﾃﾞﾙ   ○ ○ ○

(6) 各ﾁｬﾝﾈﾙ毎の 10 段

階の遮蔽の実証 

実証ﾓﾃﾞﾙ   ○ ○ ○

５、その他 

(1) ﾋﾞｼﾞｭｱﾙ装置、ﾓｰｼｮﾝ装置及び操縦室の計器の応答 

a 操縦士席における急

激な入力に対する応答

性（各形態においてそ

れぞれ 3 軸（縦揺れ、

横揺れ及び偏揺れ）に

対し検査する） 

実機応答後 100msec 以内 上昇、巡航、降下及びﾎﾊﾞ

ﾘﾝｸﾞ 

 ○ ○

  実機応答後 150msec 以内 離陸、上昇及び降下 ○   

又はﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄﾃﾞｨﾚｲ（各

軸に対し１つの検査を

する） 

操縦入力後 100msec 以内 縦揺れ、横揺れ及び偏揺

れ 

 ○ ○

  操縦入力後 150msec 以内 同上 ○   

(2) 騒音 

操縦室内の現実的な音

及び騒音（ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ、

ﾛｰﾀｰ及びその他機体の

発する音）の音圧ﾚﾍﾞﾙ

及び周波数を模擬する

こと。 

実証ﾓﾃﾞﾙ     ○

(3) 診断検査 

a ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ及びﾊｰﾄﾞ      ○ ○
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検査項目 実機データに対する許容範囲 飛行形態 

模擬飛行装

置レベル 

Ｂ Ｃ Ｄ

ｳｪｱを迅速かつ効果的

に検査する手段 

認定検査ｶﾞｲﾄﾞの検査

項目の一部を自動的に

処理するためのｼｽﾃﾑを

含んでも良い 

b ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ及びﾊｰﾄﾞ

ｳｪｱのｾﾙﾌﾃｽﾄ 

      ○

c 故障を診断解析した

ﾌﾟﾘﾝﾄ出力 

      ○
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付録 C 第 3 章 回転翼航空機を模擬する模擬飛行装置の機能検査項目 
 
模擬飛行装置レベル欄における○印は当該レベルの模擬飛行装置に適用する検査項目を示す。 

検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

 

１． 機能及び操縦性 

    

(1) 飛行の準備     

a 飛行前 

乗組員席及び教官席における全てのスイッチ、計器、系統及び装備品の機能検査

を実施し、操縦室の構成及び機能が実機と同等であること。 

○ ○ ○

b ＡＰＵ/発動機始動、試運転 ○ ○ ○

(a) 通常操作手順による始動 

(b) 代替操作手順による始動 

(c) 始動中の故障操作手順及び停止（ホット・スタート、ハング・スタート等) 

(d) ローターの嵌合 

(e) システムチェック 

(f) その他 

(2) 地上走行 ○ ○ ○

a 地上走行に必要な出力 

b ブレーキの効き具合 

c 地上操行特性 

d 異常時操作手順または緊急時操作手順 

(a) ブレーキの故障 

(b) 地上共振 

(c) その他 

(3) ホバリング  ○ ○

a 垂直離陸 

b 計器応答 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

(a) 発動機計器 

(b) 飛行計器 

c ホバリング・ターン 

d ホバリングに必要な発動機出力 

(a) 地面効果内 

(b) 地面効果外 

e 横風/追風時のホバリング 

f 異常時操作手順または緊急時操作手順 

(a) 発動機故障 

(b) ホバリング・オートローテーション 

(c) 燃料調量系統の故障 

(d) 地面効果外でのセットイング・ウィズ・パワー 

(e) 安定増大装置の故障 

(f) 方向制御系統の故障 

(g) その他 

g 水平移動の傾向 

h 機外荷物運搬 

(a) 吊り下げ 

(b) 切り離し 

i 巻き上げ装置の運用  

(4) エアタキシング  ○ ○

a 前進 

b 横進 

c 後進 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

(5) 離陸 

a 通常離陸 

(a) 地上からの通常離陸  ○ ○

(b) ホバリング状態からの通常離陸（カテゴリ A及びカテゴリ B）  ○ ○

(c) 滑走離陸 ○ ○ ○

(d) 横風離陸/背風離陸 ○ ○ ○

(e) 最大性能  ○ ○

(f) 計器  ○ ○

(g) 制限地からの離陸  ○ ○

(h) 頂上/プラットホームからの離陸  ○ ○

(i) 傾斜地からの離陸  ○ ○

(ｊ) 機外荷物運搬時の離陸  ○ ○

b 異常時操作手順または緊急時操作手順 

(a) 離陸臨界決定点（TDP）前及び後での発動機故障時の離陸（カテゴリ A及び

カテゴリ B） 

○ ○ ○

(b) 離陸中止（地上及び水面上（フロートを装備する場合）） ○ ○ ○

(c) その他 ○ ○ ○

(6) 上昇 

a 通常上昇 ○ ○ ○

b 障害物とのクリアランス ○ ○ ○

c 垂直上昇  ○ ○

d １発動機不作動時の上昇 ○ ○ ○

e その他  ○ ○ ○

(7) 巡航 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

a 性能特性 ○ ○ ○

b 飛行精度 ○ ○ ○

c 旋回 ○ ○ ○

(a) 緩旋回 

(b) 通常旋回 

(c) 急旋回 

d 加速及び減速 ○ ○ ○

e 高速度での振動 ○ ○ ○

f 機外荷物運搬時の巡航   ○ ○

g 異常時操作手順または緊急時操作手順 ○ ○ ○

(a) 発動機火災 

(b) 発動機故障 

(c) 飛行中の発動機の停止及び再始動 

(d) 燃料調量系統の故障 

(e) 方向制御系統の故障 

(f) 油圧系統の故障 

(g) 安定増大装置の故障 

(h) ローターの振動 

(i) その他 

(8) 降下 ○ ○ ○

a 通常降下 

b 最大降下率での降下 

c オートローテーション降下 

(a) 直線降下 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

(b) 旋回降下 

d その他 

(9) 進入 

a 非精密進入 ○ ○ ○

(a) 全発動機作動時の進入 

(b) １発動機以上の発動機不作動時の進入 

(c) 進入操作手順 

1) ＮＤＢ 

2) ＶＯＲ, ＲＮＡＶ,ＴＡＣＡＮ 

3) ＡＳＲ 

4) 周回進入（運航者毎に必要とされる場合）  

5) 回転翼航空機専用進入方式 

6) その他 

(d) 進入復行 

1) 全発動機作動時の進入復行 

2) １発動機以上の発動機不作動時の進入復行 

b 精密進入 ○ ○ ○

(a) 全発動機作動時の進入 

(b) １発動機以上の発動機不作動時の進入 

(c) 進入操作手順 

1) ＰＡＲ進入 

2) ＭＬＳ進入 

3) ⅠＬＳ進入 

a) 手動によるⅠＬＳ進入 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

b) フライト・ディレクターを使用したⅠＬＳ進入 

c) 自動操縦装置を使用したⅠＬＳ進入 

d) カテゴリーⅠ進入 

e) カテゴリーⅡ進入 

4) その他 

(d) 進入復行 

1) 全発動機作動時の進入復行 

2) １発動機以上の発動機不作動時の進入復行 

c ビジュアル 

(a) 通常進入 ○ ○ ○

(b) 急角度進入 ○ ○ ○

(c) 低角度進入 ○ ○ ○

(d) ＴＡ級進入 ○ ○ ○

(e) ＴＢ級進入 ○ ○ ○

(f) 機外荷物運搬時の進入  ○ ○

(g) 精密進入時のビジュアルセグメント ○ ○ ○

(h) 周回進入時のビジュアルセグメント ○ ○ ○

(i) 異常時操作手順または緊急時操作手順 ○ ○ ○

1) 方向制御系統の故障  

2) 油圧系統の故障 

3) 燃料調量系統の故障 

4) オートローテーション 

5) 安定増大装置の故障 

6) その他 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

(10) 着陸 

a 通常着陸 

(a) 垂直着陸  ○ ○

(b) 滑走着陸 ○ ○ ○

(c) 頂上/プラットホームへの着陸  ○ ○

(d) 制限地への着陸  ○ ○

(e) 傾斜地への着陸  ○ ○

(f) 横風着陸/追風着陸 ○ ○ ○

b 異常時操作手順または緊急時操作手順 

(a) オートローテーションからの着陸  ○ ○

(b) １発動機以上の発動機不作動時の着陸 ○ ○ ○

(c) 方向制御系統の故障  ○ ○

(d) 油圧系統の故障 ○ ○ ○

(e) 安定増大装置の故障 ○ ○ ○

(f) その他 ○ ○ ○

(11) その他の飛行形態 

a 航空機及び発動機系統の操作 ○ ○ ○

(a) 空調 

(b) 防氷又は除氷 

(c) 補助動力装置 

(d) 通信 

(e) 電気 

(f) 火災探知及び消火 

(g) 安定板 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

(h) 操縦系統 

(i) 燃料及び潤滑油 

(j) 油圧 

(k) 着陸装置 

(l) 酸素 

(m) ニューマチック 

(n) 発動機 

(o) フライト・コントロール・コンピュータ 

(p) 安定増大装置 

(q) その他 

b フライト・マネージメント系統及びフライト・ガイダンス系統の操作 ○ ○ ○

(a) 航空機用レーダー 

(b) 自動着陸装置 

(c) 自動操縦装置 

(d) 衝突防止装置 

(e) 飛行データ表示装置 

(f) フライト・マネージメント・コンピュータ 

(g) ヘッドアップ・ディスプレイ 

(h) 航法装置 

(i) その他 

c 空中操作手順  

(a) 待機 ○ ○ ○

(b) 空中衝突の危険の回避 

(c) 後退側ブレードの失速からの回復操作 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

(d) マスト・バンピング 

(e) その他 

(12) 発動機停止及び停留 

(a) 発動機及び諸系統の操作 ○ ○ ○

(b) パーキング・ブレーキの操作 

(c) ローター・ブレーキの操作 

(d) 異常時操作手順または緊急時操作手順 

 

２．ビジュアル装置  

 

(1) 模擬飛行装置の姿勢に正しく対応した外界の描写 ○ ○ ○

(2) 光景の特徴の認識 

滑走路の特徴が視認できる距離は、次の値以上であること。 

この場合、距離は滑走路方向で 3゜のグライド・スロープに沿った、滑走路末端か

ら航空機までの距離とする。 

○ ○ ○

a 滑走路の輪郭、閃光灯、進入灯、白色の滑走路灯並びに進入角指示灯 

                           ５ ｽﾀﾁｭｰﾄ ﾏｲﾙ（8.0km） 

b 滑走路中心線灯、境界灯及び誘導路の輪郭 

                           ３ ｽﾀﾁｭｰﾄ ﾏｲﾙ（4.8 km） 

c 滑走路末端灯及び接地帯灯  

                           ２ ｽﾀﾁｭｰﾄ ﾏｲﾙ（3.2 km） 

d 最終的な画像の分解能において、夜間の光景にあっては着陸灯の照射範囲内の

滑走路及びヘリパット標識、昼間の光景にあっては３分の分解能を有すること。 

(3) 空港/ヘリポートの光景の表示 ○ ○ ○

a 滑走路、ヘリパット及び誘導路  

b 滑走路及びヘリパットの輪郭  

(a) 滑走路及びヘリパットの表面  

(b) 使用する滑走路の灯火（適切な色の滑走路灯、滑走路中心線灯、接地帯灯、

進入角指示灯及び進入灯。） 
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

(c) 境界灯及び誘導路灯  

(4) 着陸灯の作動 ○ ○ ○

(5) 教官席における制御 ○ ○ ○

a  雲底/雲頂 

b  視程（ｽﾀﾁｭｰﾄ ﾏｲﾙ 又は km）及び滑走路視距離（ﾌｨｰﾄ 又は m） 

c  空港/ヘリポートの選択 

d  空港/ヘリポートの灯火 

(6) 空力モデルと画像の同調 ○ ○ ○

(7) 着陸操作中に、沈下率、横進率及び対地高度を判断するためのビジュアル・キ

ュー  

○ ○ ○

(8) 薄暮及び夜間の光景の表示  ○ ○

a 滑走路、ヘリパット、誘導路及びエプロンの表面 

b 地表面の特徴 

(9) 少なくとも特定の３空港で以下の表示ができること。  ○ ○

a 滑走路、ヘリパット、誘導路及びエプロンの表面 

b 使用する滑走路の灯火（適切な色の滑走路灯、滑走路中心線灯、進入角指示灯

及び進入灯。） 

c 境界灯及び誘導路灯 

d 使用者の LOFT 及び LOS（設定した場合）のシナリオに適合するエプロン、ター

ミナルの建物及び高い建造物 

(10) 一般的な地形の特徴及び重要な地上物標  ○ ○

(11) 空港/ヘリポート地表面からの高度が 2,000ft(610m)以下で、空港からの距離

が 10 ｽﾀﾁｭｰﾄ ﾏｲﾙ(16km)以内の範囲での、各種気象状態の模擬 

 ○ ○

a 雲の粗密  

b 地表が部分的に見え隠れするようなスキャタードからブロークンまでの雲  

c 徐々に開ける視界  



- 152 - 
 

検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

d 部分的な霧  

e 空港/ヘリポートの灯火への霧の効果  

(12) 使用中の滑走路を横断する他の航空機、衝突の危険性のある航空機過密交通量

のような地上及び空中における危険の模擬 

 ○ ○

(13) 低速度低高度飛行や着陸のために必要十分なビジュアル・キュー  ○ ○

(14) 着陸時に錯覚を生じさせる地形の特徴として知られている短い滑走路、水面上

の進入経路、上り又は下り勾配の滑走路、進入経路直下が上り坂の地形及びその他

特異な地形の特徴の模擬 

 ○

(15) 空港/ヘリポート地表面からの高度が 2,000ft(610m)以下で、空港/ヘリポート

からの距離が 10 スタチュート マイル(16km)以内の範囲での、雷雨の近くに発生す

る軽度、中程度及び強度の降水の特殊な気象状態の模擬 

 ○

(16) 濡れた滑走路またはヘリパットにおける灯火の反射、雪等による部分的な灯火

の遮へい 

 ○

(17) 空港/ヘリポートの灯火の色及び指向性の現実的な描写  ○

(18) 航法計器に表示されている気象レーダーによる情報に対応した光景の描写 

（レーダー映像がビジュアル・シーンに対応していること） 

 ○

(19) ローター翼端の回転軌跡の動的な描写  ○

(20) 明らかな画像の不連続性や不必要の乱れ（エイリアシング）がないこと。  ○

 

３．特殊効果 

 

(1) 滑走路上での振動、オレオの変化、対地速度の効果及び平坦でない滑走路にお

ける特性 

○ ○ ○

(2) 貫流速効果によるバフェット ○ ○ ○

(3) 着陸装置の上げ下げ中のバフェット ○ ○ ○

(4) 後退側ブレードの失速によるバフェット ○ ○ ○

(5) セットリング・ウィズ・パワーによるバフェット ○ ○ ○

(6) 着陸装置の着陸時の衝撃 ○ ○ ○

(7) ローターの振動 ○ ○ ○
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検査項目 

模擬飛行装

置レベル 

B C D

(8) 実機に関する資料に基づいた代表的なブレーキ及びタイヤの故障並びにブレー

キ温度が高い状態におけるブレーキの効果の減少を模擬すること。これらは、操縦

士が故障と認識し、適切な操作を行わせるのに十分な現実性を有していること。模

擬飛行装置の縦揺れ、横荷重及び方向制御の特性は、実機を模擬すること。 

 ○ ○

(9) 通常の運航において操縦士が関知できる降水音、実機の重要な騒音及び着陸装

置の限界を越えて実機を着陸させた場合の破壊音を模擬すること。重要な騒音には、

発動機、ローター、トランスミッション、着陸装置、その他実機で感知されるもの

と同程度であること。破壊音は、異常な姿勢又は着陸装置の構造的限界を越えての

着陸の状態とある程度論理的に整合すること。 

 ○ ○

(10) 機体への着氷の影響（適用される場合）  ○ ○

 



第 ***-***-*** 号
平成　　　　年　　月　　　日

国土交通大臣

○　○　　○　○　 殿

（住　　　所） ○　○　○　○　○　○
（申請者名） ○　○　○　○　○　○

申請致します。

　模擬飛行装置

　飛行訓練装置

　備　　　　考

（記載例）
模擬飛行装置等認定要領（平成14年3月28日付国空
航第1285号　国空機第1308号　国空乗第91号）第5-
3-1項に掲げる用途　（但し、○○及び○○に関わるも
のを除く）

　（住　　　　　　所）

　○○○○　年　○○　月　○○　日～　○○　日

　○○○○　年　○○　月　○○　日

実 地 検 査 実 施 希 望 場 所

定 置 場

実 地 検 査 実 施 希 望 日

　（製　造　者　名）
　（住　　　　　　所）

　○○○式○○○型

　（所　有　者　名）
　（住　　　　　　所）

　○○○式○○○型

認 定 を 受 け よ う と す る 用 途

指定を受けようとする操作の方式

レベル○

　○○○○

　(住　　　　　所）

製 造 者 名

製 造 年 月 日

製 造 番 号

装 置 の 型 式

所 有 者 名

装 置 の 種 類 及 び 区 分

模 擬 対 象 と す る 航 空 機 の 型 式

模擬飛行装置
飛行訓練装置

　 下記の
模擬飛行装置

について、認定検査を受検したいので関係書類を添えて
飛行訓練装置

付録F 書類書式：申請書 (認定要領第2章2-2）

認定検査申請書
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第 ***-***-*** 号
平成　　　　年　　月　　　日

国土交通大臣

○　○　　○　○　 殿

（住　　　所） ○　○　○　○　○　○
（申請者名） ○　○　○　○　○　○

申請致します。

　模擬飛行装置

　飛行訓練装置

　備　　　　考

実 地 検 査 実 施 希 望 日 　○○○○　年　○○　月　○○　日～　○○　日

実 地 検 査 実 施 希 望 場 所 　（住　　　　　　所）

製 造 年 月 日 　○○○○　年　○○　月　○○　日

製 造 番 号 　○○○○

定 置 場

　 下記の
模擬飛行装置

について、定期検査を受検したいので関係書類を添えて

　(住　　　　　所）

装 置 の 種 類 及 び 区 分

模 擬 対 象 と す る 航 空 機 の 型 式 　○○○式○○○型

製 造 者 名
　（製　造　者　名）
　（住　　　　　　所）

レベル○

飛行訓練装置

付録F 書類書式：申請書 (認定要領第2章2-2）

装 置 の 型 式 　○○○式○○○型

所 有 者 名
　（所　有　者　名）
　（住　　　　　　所）

模擬飛行装置
定期検査申請書

飛行訓練装置
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号

○○○○○○○○

（所有者名）

○○○式○○○型
○○○○○○○○

○○○式○○○型
○○○○○○○○
（住　　　　　　所）
○○○○○○○○

用 途 （記載例）

認定の条件
（１） 前項の用途に使用する場合の操作の方法は、申請書添付「操作の方式」によ

ること。
（２） 毎年度１回定期検査を受けること。
（３） 次の事項を変更しようとするときには事前に申請又は届出をすること。

a 装備、性能等の現状
b 定置場
c 認定検査ガイド
d 維持管理について一義的に責任を有する者及びその整備の方法

平成 年 月 日

（６）
（７）

模擬対象とする航空機の型式

（２） 所 有 者 名

（５） 製 造 番 号
定 置 場 所

国土交通大臣

付録F 書類書式：認定書 (認定要領第5章5-1）

２．

３．

国空航第

認　　　定　　　書

「模擬飛行装置等認定要領」（平成14年3月28日付、国空航第1285号、国空機第1308

維 持 管 理 責 任 者

模擬飛行装置等認定要領（平成14年3月28日付国空航
第1285号　国空機第1308号　国空乗第91号）第5-3-1項
に掲げる用途　（但し、○○及び○○に関わるものを除
く）

○○○

及び国空乗第91号）の規定に基づき、下記のとおり認定する。

飛 行 訓 練 装 置

記

装 置 の 型 式

国 土 交 通 省

○ ○ ○ ○

に つ い て は、

（１）

（４）

１．
模 擬 飛 行 装 置

レベル○
模擬飛行装置
飛行訓練装置

（３） 種 類 及 び 区 分

平成○○年○○月○○日付けで申請のあった 模 擬 飛 行 装 置
飛 行 訓 練 装 置
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号

○○○○○○○○

（所有者名）

○○○○○○○○

○○○式○○○型

○○○○○○○○

（住　　　　　　所）

○○○○○○○○

平成 年 月 日

国土交通大臣 ○ ○ ○ ○

国 土 交 通 省

国空機第1308号及び国空乗第91号）の規定に基づく検査の結果、合格としたので

５． 製 造 番 号

６． 定 置 場 所

ついては、「模擬飛行装置等認定要領」（平成14年3月28日付、国空航第1285号、

通知する。

記

７． 維 持 管 理 責 任 者

２． 所 有 者 名

４． 模擬対象とする航空機の型式

飛 行 訓 練 装 置
の 型 式

模 擬 飛 行 装 置

付録F 書類書式：合格書 (認定要領第6章6-3）

国空航第 ○○○

合　　　格　　　書

○○○式○○○型

模擬飛行装置
レベル○

飛行訓練装置
３． 種 類 及 び 区 分

平成○○年○○月○○日付けで申請のあった 模 擬 飛 行 装 置 の定期検査に
飛 行 訓 練 装 置

１．
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第 ***-***-*** 号
平成　　　　年　　月　　　日

国土交通大臣

○　○　　○　○　 殿

（住　　　所） ○　○　○　○　○　○
（申請者名） ○　○　○　○　○　○

届出致します。

　模擬飛行装置

　飛行訓練装置

　備　　　　考

模 擬 対 象 と す る 航 空 機 の 型 式 　○○○式○○○型

飛行訓練装置

レベル○

について、○○を変更したいので関係書類を添えて

　（所　有　者　名）
　（住　　　　　　所）

模擬飛行装置
○○変更届

飛行訓練装置

装 置 の 種 類 及 び 区 分

　(住　　　　　所）

製 造 者 名
　（製　造　者　名）
　（住　　　　　　所）

付録F 書類書式：変更届 (認定要領第6章6-4）

装 置 の 型 式 　○○○式○○○型

所 有 者 名

　 下記の
模擬飛行装置

製 造 年 月 日 　○○○○　年　○○　月　○○　日

製 造 番 号 　○○○○

定 置 場
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（変更に係る事項の新旧対照）

（変更する理由）

（変更予定年月日）

事　　項 新 旧
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